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国際法社会学研究所 (IISJ:Instituto Internacional De Sociologia Juridica De Ona.ti; 
IISL : International Institute of Sociology of Law : スペイン語表記では IISJ, 英語表記
は IISL) は，スペイン・バスク自治州の中世以来の古都で大学町であるオニャーティ
に， 1988年にバスク自治）、卜l政府と国際社会学会法社会学研究委員会 (International
Sociological Association's Research Committee on the Sociology of Law : 以下，「国際法
社会学会」と略記）との共同によって設立された，極めてユニークな国際的な研究所で
ある。また，同研究所は 1.の紹介にもあるように，世界の法社会学研究の中心となる
研究所のひとつである。
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そこで本資料では，まずは
(1) 同研究所が1998年の設立以来開講している，「国際法社会学研究所・法社会学マ
スターコース」 (InternationalMaster's in Sociology of Law) の概要を，同コース
のリーフレット（研究所の公式ホームページにアップされている）を訳出すること
で概観し，ついで
(2) 研究所の日常的研究活動の中核を占める，公募制で開催されている法社会学に関
するさまざまなワークショップについて，その応募要領と2013年， 2014年の 2年間
に開催されたワークショップのタイトルと企画責任者，報告者，および本年 (2015
年）開催予定のワークショップ情報を研究所ホームページから参照し，最後に，
(3) 私自身も2011年に参加した，バスク自治）+I大学教授で元研究所長のホセラモン・
ベンゴエッチャ (Joxerramon Bengoetxea)が 2週間にわたって毎年開講している，
"Comparing legal cultures An introduction to the main issues"コースのパワーポイ
ント講義資料を訳出して，「法社会学マスターコース」の一端を紹介する。
1. オニャーティ・国際法社会学研究所・法社会学マスターコース
—第26期・法社会学・国際マスターコース・プログラム
(2015年/2016年のプログラム）の訳出
以下において，研究所ホームページにアップされている，本年から来年にかけて開口
される同コースのリーフレットを翻訳する。
オニャーティ・国際法社会学研究所・法社会学マスターコース
第26期・法社会学・国際マスターコース・プログラム 2015年/2016年のプログラム
所長： Adam Czarnota 
コーディネータ： Susana Arrese Murguzur 
バスク自治州大学代表： J oxerramon Bengoetxea 
オニャーティ 2014年12月
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I. 国際法社会学研究所
国際法社会学研究所 (IISJ: Instituto Internacional De Sociologia Juridica De Onati; 
IISL : International Institute of Sociology of Law : [スペイン語表記では IISJただし，
以下では英語表記の IISLと略記］）は1988年に，バスク自治朴l政府と国際法社会学会
によって設立された。 IISLは国際法社会学界の拠点となっている。
研究所はすばらしいスペイン・ルネッサンス様式の典型的建築物で， 1543年に創立さ
れた旧・オニャーティ大学内に設けられている。オリジナルの建物は，資料管理セン
ター，図書室，事務室，および会議室設置のために改築されている。大学から数分のと
ころに学生とビジター用のアンティア宿舎 (PalacioAntia)がある。
IISLでは法社会学の国際的なマスタープログラムが開講されている。また研究所は
ワークショップや国際会議を主催し，研究資金を提供し，法と社会学会・国際協会
(World Consortium of Law and Society) をバックアップし，重要な刊行物を出版して
いる。また，研究所付属のライブラリーは法社会学文献に関する世界最高水準の蔵書を
誇っている。
最新情報は研究所のウエブサイト (http://www.iisj.es)から得ることができる。ま
た最新ニュースについては，研究所のニューズレター，フェースブック，およびツイッ
ターでも公表されている。
I . オニャーティについて
人口約 1万1千人のバスク自治州の中心に位置する中世以来の街たるオニャーティは，
山と森に囲まれた美しい渓谷に位置している。オニャーティは，スペインにおけるバス
ク自治）+Iの自治地域を構成する 3つの県 (province)のひとったる，ギプスコア県
(Gipzukoa) に属している。ビルバオ (Bilbao)から65キロ，サン・セバスティアン
(San Sebastian)から75キロ，ビトリア (Vitoria)から45キロの距離にあり，海抜は
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236メートルである。パリ・マドリ ッド間の鉄道が，町の中心から約15キロ離れたスマ
ラガ (Zumarraga) を通っている。大西洋気候で春と秋は穏やかであり，夏の平均気温
は18度から28度であるが，夜間は涼しい。冬には若干雪が降り，街を取り巻いている山
（標高1232メートルのアロナ (Alona) 山）の頂上部分は，数か月にわたって雪に覆わ
れている。冬の平均気温は 4度から12度の間である。
オニャーティの郊外は非常に美しく， Onati-ArrikrutzKarstや ArantzazuSanctuary, 
Aizokorri-Aratz公園の中心に位置する Urbiaの牧草地といった，文化的に重要な見ど
ころが多く存在している。町の中心部には建築学上重要な多くの建物があり，そのう
ちのいくつかは国の歴史的モニュメントである。ゴシックやルネサンス，そしてバ
ロックといった， さまざまな建築様式が混在しているが，これらのさまざまな様式は，
Bidaurreta Monasteryや SanMiguel Parish Church, Town Hallなどに見られる。
研究所への訪問者も，地域の伝統的なバスクの文化的イベントに参加することができ
る。われわれは， SanMiguelのフェスティバルに参加するために，マスターコースの
開始前にオニャーティに来るように学生にすすめている。フェスティバルでは，タンバ
リンやダンス，コンサート，ペロタや力くらべ， リンゴ酒試飲会，また伝統的な農産物
マーケット，等々が開かれている。また，他のフェスティバルとしては，たとえば
Corpus Christi Festivalなども催されており，スペイン語やバスク語 (Euskara)講座
などもある。町に関する情報については， http//www.oinati.org参照。
m. 法社会学・国際マスターコース
はじめに
コースの目的： このコースはつぎのことを目的としている。すなわち，さまざまな
学問的背景や出身国を有する学生を，法社会学における最も重要な理論や現代の論争に
直面させ，法社会学に関するオリジナルな研究をどのように計画し，実行するのかにつ
いてサポートし，また実際にも自ら立てた研究計画を実行するという経験を積ませるこ
と，等々である。このコースを修了すると，バスク自治1-M大学の文学修士として修士の
学位が授与される (60ECT)。
このコースのプログラムは主としてつぎのふたつの要素から構成されている。すなわ
ち， さまざまなトピックに関して著名な専門家たる客員教授が担当する集中講義のコー
ス (40ETC単位）と，法社会学の専門家のチュートリアルのもとで，個別の研究計画
を遂行し，論文を執箪するコースである (20ETC単位）。
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本プログラムは 比較の観点と国際的観点から一~ 政治，経済，等々
のコンテクストにおいて，法に関するさまざまな問題に関する学生の知識と理解を高め
ることを目的としている。またこのコースは，学生が将来独立して研究を行うことがで
きる準備的コースという意味をも有している。
歴史： 2015-2016年度はマスタープログラム開設から26年目に当たる。本マスター
プログラムを修了することは， PhDコースに入るための優れた資格として広く認めら
れており，いくつかのヨーロッパの大学の PhDコースの単位としても，正式に認め
られている。その学問的レベルは，国際法社会学会執行委員会 (ExecutiveCommittee 
of the International Sociological Association) によって，国際的に承認された基準を満
たしているものと認定されている。本修士号はバスク自治）・1-大学の正式の修士号であ
る。
100名以上の法社会学専門家がティーチング・スタッフとして登録している。これま
でに，世界中からやってきた100名以上の学生が本プログラムを修了して修士号を授与
され，そのうちの多くはそれぞれの分野における著名な専門家になっている。研究所の
ウェブサイトの "FormerStudents of the Master's Programme"において，これまでの修
士論文のテーマをチェックすることができる。各年の最優秀の修士論文提出者には，
Ona.ti Socio-Legal Seriesが贈られる。
プログラムの期間とプログラムの構成： 修士号取得コースは 1年間のプログラムで
ある。集中講義のコースは， 9月最終週から翌年 3月の最終週までの 6か月間で，オ
ニャーティで開講されている。講義は英語である。そして 4月から10月は，指導教授の
下での研究と修士論文執筆，そして口頭試問が行われる。指導教授はマスタープログラ
ム担当者からか，あるいは研究所の所長の承認の下で，当該論文テーマに関する専門家
に依頼することも可能である。4月から 9月の間はオニャーティに留まるか，別の大学
を訪問するか，あるいは自国の大学に戻るかを選択することができる。論文は通常は英
語であるが，英語以外の言語でも可能である。
修士号は，年度内に開講されているすべてのコースに合格し，修士論文を執筆後にロ
頭試問に合格した学生にのみ授与される。学生はまた，学位を取得せずにひとつ以上の
特定のコースに出席することも可能である。この場合には学生は当該コースの修了証書
を授与されるが，その単位は ETSシステムを認めている他の学位に転用することがで
きる。
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学生へのさまざまな便宜： 研究所は世界でも例のないほどの，大学院での法社会学
研究のために必要な素晴らしい設備と支援体制を有している。さまざまな国や学問領域
を専攻する小規模で選抜された学生のグループが，各分野の指導的な専門家とともに優
れた設備のなかで学ぶことができる。学生は世界中から研究所に学びに来ており，
2014-2015年度は， 11か国から15人の学生が学んでいた。プログラムは完全な小グルー
プ制を採用しており，通常は最大20名である。
本コースは，著名な法社会学研究者とのきわめて親密で貴重な交流の機会を提供して
いる。彼らは学生たちに一流の研究と触れ合うことを可能とするとともに，彼らの専門
分野での主要な研究者仲間やネットワークを紹介することも可能である。また研究所長
は，学生たちの論文執筆の手助けし，研究の継続をバックアップし，個人的アドヴァイ
スや指導を行っている。
修士論文の執筆までに学生たちは，研究所スタッフから研究上の刺激と支援を受ける
ことのできる良好な環境のなかで研究に取り組み，研究計画を明確にし，発展させる方
法を学び，適切なる方法論上の道具を用意し，そのうえで十分なる裏づけのある論文を
書かなければならない。このようにして一ー研究者や教授，政策策定者，あるいは実務
家，等々― という，いずれの職に就く場合であっても，本コースのプログラムは学生
たちに対して，極めて貴重な訓練の場を提供している。
博士課程 バスク自治州大学： バスク自治朴l大学は，法社会学に関する博士課程プ
ログラム （研究者養成コース）を提供している。オニャーティ研究所において平均点が
8/10以上の成績で修士号を取得した学生は，バスク自治州大学の博士後期課程のプロ
グラムに登録することができる。また本マスターコースは，学生の母国の大学あるいは
世界中のいかなる国においても，博士課程進学への優れた準備過程を提供している。本
コースは研究に必要なスキルとともに，法社会学界とコンタクトを持つための確固とし
た基礎を提供している。また修士論文は，博士レベルで研究すべきさらなるテーマのた
めの基礎となっている。
奨学金と特別研究員： IISLは，経済的援助なしには本マスターコースに入学でき
ない学生に対しては，学生を援助するための一定の給付金を付与することができる。給
付金は学費の一部もしくは全額と研究所宿舎の寮費に充てることができる。その給付金
には， RenatoTreves Scholarships, Neelan Tiruchelvan Fellowshipsおよび，地方から
入学する学生に給付されている奨学金がオニャーティ市によって提供されている*1 0 
- 195 - (527) 
関法第65巻第 2号
* 1 : 「法多元主義と非西洋法に関する千葉・オニャーテイプログラム」 (CHIBA-ONATI 
PROGRAMME ON LEGAL PLURALISM AND NON-WESTERN LAW): オニャー
ティ国際法社会学研究所にもうけられた奨学金のひつで，その名前の通り，研究所設立と
同時に千葉正士の寄付によって設けられた基金である。ホームページではつぎのようにの
べられている。「1998年に千葉正士基金がオニャーティ国際法社会学研究所内に設立され
た。寄付者の言葉によると，基金は「西洋の人びとの間に存在する固有法を含めて，非西
洋法の社会科学的研究と，非西洋出身の若手研究者の研究を援助するために』用いられな
けれなばらない。（改行）毎年基金から，研究費，とくに経験的手法による研究，フィー
ルドワークを推奨するために，最大限3千ユーロ支給されている。また基金から研究所の
ライブラリーにて研究するための宿舎の宿泊費を払うことができる。」
ところが極めて残念なことに，2015年 1月26日付で日本法社会学会事務局から，法社会
学会会員宛の下記のメールを受領した。
「本法社会学会会員のみなさま： 事務局からのお知らせです。昨年10月末にオニャー
ティ（スペイン）の国際法社会学研究所 (IISL)の所長 AdamCzarnota氏から連絡があ
り，同研究所の千葉基金 (ChibaGrant)の残額がなくなり，追加資金が得られなければ
廃止になるが，日本法社会学会は資金提供に関心を有するかとの問い合わせがありました。
千葉基金は，長年， 日本法社会学会会員として活躍された故千葉正士先生（東京都立大学
名誉教授， 1987年ー1990年期日本法社会学会理事長）の御寄付に基づき， 1998年に同研究
所に創設されたもので，「西洋社会における固有法を含む非西洋法の社会科学的研究と非
西洋圏の若手研究者の研究を支援するために」（寄付にあたっての千葉先生御自身の表現），
支給されてきました。資料によれば， 1998年から2014年まで24名に支給され，その構成は
アメリカ17名，アフリカ 2名，ヨーロッパ5名となっております。本件につきましては，
昨年11月9日および本年 1月25日の理事・監事会において協議いたしましたが，学会とし
て千葉基金に追加資金を支出する余裕はないものの，千葉先生の貴重な貢献につきまして，
改めて会員の皆様にお伝えすることとし，本メールによりお知らせするものであります。
なお，千葉基金につきましては，国際法社会学研究所の HP(http:/ /www.iisj.net/isj/ 
dm/ chiba-grant.asp?nombre= 1772&hoja =O&sesion=1347) も御参照ください。
******** 
日本法社会学会事務局（事務局長：濱野 亮） 〒171-8501東京都豊島区西池袋3-34-1
立教大学法学部 濱野研究室内 E-mail: jasl@rikkyo.ac.jp 」
給付を受ける資格があると考える学生は，自身や家族の経済状況と経済上の援助を受
けるためになしてきた努力について，詳細に説明しなければならない。 Tiruchelvan給
付は，国際法社会学会によって提示されているカテゴリー C (http://www.ucm.es/ 
info/isa/table c.htm) に属する国ぐにの出身学生に給付されている。また Renato
Treves給付金は，必要性を示したすべての学生に給付されており，学費の半額およ
び／ もしくは研究所宿舎の寮費の一定額を賄うことができる。
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ただし，かりに給付を受けたとしても，さらに一定の金額は自らで負担しなければな
らないことに注意していただきたい。本コースは全日制で， したがってプログラム期間
中は出費を補うための仕事に就くことはできない。不十分な資力で入学した学生に対し
ては，本研究所は一切の責任を負うことができない。
入学手続き 入学要件： 志願者は，社会学，法学，社会科学および／もしくは法社
会学と関係する他の分野に関して，出身大学において優秀な成績を収めていなければな
らない。最終学年の学部生は，それまでの成績に基づいて入学を許可されることができ
るが，マスターコース開始時においては，必ず学部を卒業していなければならない。志
願者は読むことと話すことの双方において高度の実践的知識を有していなければならな
し％
入学願書とともに，志願者は (i)パスポートもしくは IDカードの写し， (i)パス
ポート添付サイズの 4枚の写真， (i)CV; そこには，より高度の資格を獲得するため
に必要なおおよその学力程度（たとえば，上位5パーセントもしく 15パーセント）を有
していることを明示し，自身の論文や相当量を有するレポートなどの文書の詳細と，そ
れらが何らかの形で刊行され，また引用されている場合にはその引用に関する情報を含
んでいなければならない， (iv)学部課程を完全に修了したことを示す修得単位あるいは
科目の写し，および (v)TOEFLもしくは十分なる英語能力があることを示す他の証拠，
等々である。さらに志願者は，出身大学の教員もしくは他の研究者の 2通の推薦状を提
出しなければならない。入学が許可された場合には，学部の正式の卒業証害の写しと，
プロの訳者によるスペイン語への翻訳を提出しなければならない。必要事項についての
詳細は後日提示する。
マスターコース委員会もまた，マスタープログラムヘの入学志願者を選考する。研究
所は，プロフラムを十分にこなし，修了する能力を有する志願者のみに入学許可を与え
る権限を有している。
詳細は以下に問い合わせること。
Susana Arrese Murguzur 
国際法社会学研究所・マスタープログラム・コーデイネータ
Avenida de la Universidad, 8 / Apdo. 28 20560 ONATI I Gipuzkoa /Spain/ 
T:+34 943 783 064-F:+34 943 783 147 E: susana@iisj.es -W: http://www.iisj.es 
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2015-2016年度のマスタープログラムの学費は 3千ユーロである。マスタープログラ
ム入学許可通知を受けた日から 1月以内に300ユーロのデポジットを納めなければなら
ない。この金額は学費全額から差し引かれる。ビザあるいはマスターカード，スペイン
の銀行が発行するユーロ建てのチェックもしくは以下の銀行口座への送金によって支払
うことができる。
Onati International Institute for he Sociology of Law 
Banco Bilbao Vizcaya Argentaria Onati (Gipuzkoa) Spain 
International Bank Account Number 
IBAN ES84 0182 0326 1000 1052 9952 
Bank Identification Code BBV AESMMXXX Ofiati (Gipuzkoa) Spain 
残額の2700ユーロは 9月にプログラムが開始する前に，上記の口座に振り込まなけれ
ばならない。デポジットは，志願者がプログラムヘの入学を取りやめた場合，理由のい
かんを問わず返金しない。科目履修たる各 lコースごとの学費は300ユーロである。
IV 組織と2015-2016年度・試験規則 法社会学・国際修士号 (InternationalMaster's 
in the Sociology of Law) : 卒業資格は，単位，修士論文，および論文の口頭試問の結
果に基づいて付与される。卒業資格を付与されるためには，学生は少なくともすべての
科目で合格点をとらねばならない。学生は通常は，論文作成に着手する前にすべての
コースに合格していなければならない。例外的に所長は，かりに単位取得に失敗してい
ても論文作成に取り掛かることを許可することができるが，卒業資格を得るためには，
翌年には当該単位を取得しなければならない。学生は一―—科目担当者の決定に よ って当
該科目が除外されていない場合には一ー不合格であった科目を（当該科目の学費は支払
わねばならないが），翌年に再履修することができる。また研究所は，学生が研究所も
しくは UPV/EHUに対する学費納入の義務を果たさずに卒業することができないよう
に， 1科目以上の成績を保留しておくことができる。
コース： プログラムは，合計36単位からなる 12の 2週間ごとのコースと， 4単位
として換算される論文執箪準備セミナーで構成されている。 1単位は，個別指導，セミ
ナー ， リーデイング，討論，および論文執筆と試験準備のために費やされる25時間に相
当するものと考えられている。コース開講は通常は平日の 9時から11時に設定されてい
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るが，変更する場合もある。
欠席と遅刻： 学生はすべてのクラスに出席し，課題を提出して，すべてのコースに
参加しなければならない。学生はクラスに定刻に出席することが求められており，遅刻
者に対してはコース担当者はペナルティを科すことができる。いかなる理由であれ欠席
する学生はすべて，コース担当者と所長に対して可能な限り事前に (e-mailなどで）
その理由を知らせなければならない。コース担当者は，落第点を取ったものも含めて，
コースに出席しなかったり議論などに参加しない場合にはペナルティを科すことができ
る。長期欠席する場合には所長にその理由を説明することが求められ，かつ欠席理由に
関してそれを証明するもの（たとえば医者の診断書）を提示しなければならない。
コースの課題の評価は， 18時のコース終了に続く直近の土曜日に出されることになっ
ている。提出遅れに対しては，コース担当者はペナルティを科すことができる。しかる
べき理由なくしてクラスを欠席する者， もしくは課題を提出しない者は，コース担当者
と所長の許可を受けて，代わりの課題を提出することも可能である。
証明書： 一定もしくはすべての必須コースの単位を取得したが，修士論文をまだ提
出していないもしくは受領されていない学生は，獲得した単位数とともに，プログラム
のコースの課題を修了したことを証する証明書を発行してもらうことができる。ひとつ
以上のコースで不合格の学生は，プログラム終了時に，合格したコースと単位取得の証
明書の発行を申請することができる。
学生および担当者のプログラムの評価： コースの最終段階でコース担当者は，プロ
グラム全体と個々の学生の評価を成すことが求められる。また学生は，匿名で，担当者
を評価し，またプログラム全体を評価することが求められる。IISLのマスターコース
委員会は，これらの評価を分析し，適切なる改革を提案する。
不正行為： 所長は，教室外もしくは教室内での重大なる不正行為を行った学生に対
して処分を行う。それらの処分には適切なる処罰も伴っている。重大なケースにおいて
は，研究所の寮から退去することを求めたり，マスタープログラムから除名することも
可能である。
研究倫理： 修士論文執筆のための研究活動においては， ISA倫理基準 (http://
www.isasociology.org/ a bout/isa_ code_ of_ ethics.htm) に従わなければならない。論文
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計画は，倫理的問題に関する検討を含んでいなければならず，また倫理的問題が当該論
文のテーマと関連する場合には，論文の最終版のなかで論じられていなければならない。
良き研究実践 (GoodAcademic Practice)と剥窃行為： すべての提出文書は，通常
の良き研究実践の基準一ーとくに出典に関しては一一従っていなければならない。主ベ
ての出典は適切に明示しなければならず，あらゆる参照文には引用符を付さなければな
らない。出典を明示しない場合には，剥窃行為，すなわち，他者の業績を自分のものと
装うこととみなされる。悪しき研究実践あるいは剰窃行為には，減点，コース不合格，
プログラムからの除名，等を含む処罰が科される。悪しき研究実践あるいは剰窃行為を
現認し，あるいは疑いを持った担当者あるいは試験官は，その件を所長に報告しなけれ
ばならない。その報告を受けた場合に所長は，適切と思われるあらゆる方法で調査する
ことができる。一見したところ不正であると思われる事例が見つかった場合には，学生
は詳細を説明しなければならない。当該学生は友人もしくはアドヴァイザーに同席して
もらうことができる。与えられるべき点数もしくはペナルティに関する決定は所長に
よってなされ，試験官委員会に報告される。
マスター論文準備セミナー： 学生は，論文で論じるしかるべきトピックを確定して
展開するとともに，理論的視点と経験論的，あるいはその他の方法論を確定し，先行研
究のレヴューを行う，等々のための， 1週間の論文準備セミナーに出席しなければなら
ない。同セミナーは通常は水曜日の午後に行われ，修了者には 4単位が与えられる。そ
して， 5千字のエッセーを提出することが必要である。より深く研究テーマを展開する
ために，それ以上の字数のエッセー提出することが認められており，それは修士論文の
準備にとって重要な意味を有している。また各々の学生は所長に対して，論文の仮題と
論文の概要を提出することになっている。さらに，学生は論文執筆のためのプレゼン
テーションを行わなければならない。最後に，コースプログラムの最終段階で，書面で
の論文計画を提出しなければならない。計画には，論文の目的，背景，方法論と研究方
法，研究倫理上の問題，論文執筆のスケジュール，等々を含んでいなければならない。
計画書は指導教授にも送付される。
修士論文： 論文が受理されると，論文指導の主たる責任は指導教授が引き受ける。
所長のサポートと承認にもとづいて，学生は＿ コース担当者か当該テーマに関する専
門家かの一一適切な指導教授を選ばなければならない。指名を受けた研究者は，指導す
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る意思と能力があるか否かに関して書面で回答しなければならない。学生は研究期間と
論文執筆の間，指導教授とコンタクトを継続してとらなければならない。指導教授は，
執筆のスケジュールに沿って，各章あるいはセクションの原稿を読み，コメントしなけ
ればならない。仮に学生が指導教授のアドヴァイスに従わないと決定した場合には，そ
の理由を説明しなければならない。さらに学生は，指導教授と所長に対して， 6月の終
わりと 7月の終わりに，ふたつの経過報告書を提出しなければならない。
学生は， 2016年8月30日までに，論文全体の最終原稿を指導教授に提出しなければな
らない。そして指導教授は，受領後 1週間以内にこの原稿に対するコメントを学生に示
した上で，提出用の最終原稿を受け取らねばならない。論文はその形式と内容において，
学術的な論文集に掲載可能な論文に相当するものでなければならない。字数は最大限 l
万5千字で，脚注付の本文と文献表を含むが，付録は含んでいない。所長は，学生が相
応の理由ーーたとえば，自国の大学での学位取得ーーを提示した場合には，字数制限を
引き上げることができる。ただし，字数制限を超える場合にはペナルティを科すことも
できる。
論文は通常は英語で執筆しなければならない。ただし，論文指導と試験が可能である
場合には，所長はその他の言語の使用を認めることができる。論文はタイプ打ちで，す
べての参照文献表が付されていなければならない。
論文の最終版は， 2016年 9月12日8時半までに研究所に提出しなければならない。相
応の理由があり，予期しなかった理由により論文提出の期限に遅れた場合には，学生は，
研究所の承認を得て，翌年度の試験のための新たに設定された期限までに提出しなけれ
ばならない。論文が期限内に提出されない場合には，翌年度に学生が卒業するのに間に
合う時期に採点されない場合がある。その場合には学生は，論文執筆基準において，再
度コースに登録し， UPV/EHUに対して追加の学費を払わなければならない。
修土論文に関する試験： 各論文に外部試験官 (externalexaminer)が指名され，試
験官は 2本以上の論文を採点することができる。評価における一貫性を担保するために，
所長は通常はすべての論文を採点する。
試験はつぎの 2段階からなっている。
1. 各試験官は，論文を評価し，コメントし，そして応答が義務付けられる質問を学
生に対して行う。学生には提示されないが，仮の点数がつけられる。試験官のコメ
ントが一一通常は論文提出から 1週間以内で，遅くとも 9月18日の午前12時までに
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は，研究所から学生に対して提示される。
2. 学生は自身の論文に対する疑問や反論に対して防御する機会を与えられる。防御
は，口頭で求めることも可能であるが，通常は書面でなされる。防御においては，
提示された質問に答えなければならず，単に論文での議論を繰り返すものであって
はならない。書面による防御は，コメントが学生に送信された日から 1週間以内で，
9月26日の午前12時までに，研究所が受領しなければならない。試験官は，防御を
読んでから最終の点数をつける。仮の点数はアップされることもあるが，書面によ
る防御を読んだ結果減点されるということはない。
学生が口頭での防御を望む場合には，その特別の要求は2016年5月1f=Iまでに行わな
ければならない。この期日を過ぎてから要求した場合には，口頭での防御の機会を与え
ることができないこともある。口頭での防御はテレビ会議でも可能である。テレビ会議
での口頭による防御の手配は，学生が個別で行わなければいけないが，遅くとも 9月26
日までになされねばならない。論文の試験官に加えて，指導教授を含む，論文テーマに
関して専門的見解を有するプログラムの試験官も．口頭の防御に加わることができる。
試験官は，複数の試験官によって採点が行なわれるように心がけなければならず，ま
たふたりの試験官による平均点での評価もありうる。ふたりの間で相当の開きがある場
合には，指導教授の採点が考慮され，そして／あるいは当該論文が試験のために第三者
に送付されることも可能である。
論文は以下の基準によって評価される。
テーマの選定とアプローチ： 論文のテーマが研究所の法社会学プログラムといかに
マッチしているか。方法論上理論上のアプローチは適切であるか。
研究上の技能： 論文構成と議論の仕方は効果的で適切であるか。多くの文献を参照し
ているか。論文では，第一次と第二次の文献が適切に配置されているか。出典が明示
されているか。論文において，自ら収集した経験的データが示されている場合には，
この作業はどの程度たくみに組織され，行われているか。
内容： 展開されている議論と分析は説得性を有しているか。選択したテーマに関する
主要な関連業績を参照しているか，またそれらを十分に把握しているか。論文は，現
存する業績に対する有効なる批判を展開しているか，あるいはそれらとは異なる視点
を提示しているか。
IISL採点スキーム： コースと修士論文の採点は， 10段階のうちの点数を与えられ
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る。 一連の評価基準は以下のとおりである。採点分布表を用いないが，概ねつぎの範囲
に収まるように採点している。トップ10パーセント (A), それに次ぐ25パーセント (B),
さらにそれに次ぐ30パーセント (C), その次の25パーセント (D)。
Numerical grade IISJ description Criteria ECTS equivalent 
9. 6-10 Eximia cum laude Excellent, outstanding, of publishable quality A top 
10% 
8. 6-9. 5 Magna cum laude Very Good, only minor limitations or errors 
25% 
Bnext 
7-8. 5 Cum laude Good, above average standard, some limitations or errors C 
next 30% 
5-6. 9 Approbatur Satisfactory, generally sound, a number of limitations or errors 
D next 25% 
0-4. 9 Fail Inadequate research, significant limitations and errors Fail 
Important dates for the thesis 
January 26th 2016 Provisional thesis title and short outline (1000 words) 
April 13 2016 Research proposal (2000 words) 
May 15th 2016 First progress report 
June 28th 2016 Second progress report 
August 30th 2016 Final draft sent to supervisor 
September 12th 2016 
September 26th 2016 
Final version of the thesis 
Last date for thesis defence 
v 国際法社会学研究所・宿舎
学生はオニャーティの IISLのアンティア宿舎に居住する。その宿舎はオニャーティ
市の配慮によって研究所が使用している。それは18世紀にさかのぽる歴史的建造物で，
したがってわれわれは大切に扱うことが極めて重要である。ポーターがいないので，居
住者はセキュリティと一定の維持・管理上の奉仕活動を責任をもって担わなければなら
ない。また居住者は共同生活をしているので， 一定の基本的ルールに従わなければなら
ない。
宿舎には 22のバス・トイレ付の部屋があり，またテレビ室，コンピュータ室，共同
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キッチン，ダイニング，その他の部屋と，洗濯機・乾燥機が備わっている。宿舎に居住
するためには，デポジ ットを含めた室料を支払い，また宿舎規則に従わなければならな
い。受付がないので，宿舎に入るための暗証番号を与えられる。ロビーには各自の名前
の入ったフォルダーがある。フォルダーには部屋のカギとマスターコースのプログラム，
オニャーティ市に関するインフォメーションが入っている。
室料の支払： 学生は個室かシェアルームかを選択できる。シェアルームを学生が選
択した場合には，研究所は二人の学生が 1室を使用するように手配する。学生は個室料
金を払わなければ個室に入ることはできない。個室の室料は月 417ユーロで，ダブル
ルームをシェアする場合はひとり 248ユーロである（これらの価格は2015年に変更する
ことがある）。また，シングルルームは， 1日21ユー ロ， 1週間で105ユーロ，シェア
ルームは，ひとり当たり， 1日14ユー ロ， 1週間で73ユーロである。10月から翌年の 3
月まで宿舎に滞在する学生は，全月の室料を支払わなければならない。また，図書館で
研究活動をするために，プログラム終了 (2016年 3月23日）後に数日間宿舎に滞在する
ことを希望する学生は， 3月1日までに研究所事務に申し出なければならない。
室料は各月の 5日までに支払わなければならない。支払いが遅れる場合，部屋を継続
して使用する意思がなく， したがって直ちに退室するものとみなされる。支払いは研究
所事務室にて行う 。室料には，シーツ，毛布，枕，タオル等々の使用料が含まれており，
それらは 1週間に 1度，取り替えられ，ベッドルームの掃除が行われる。掃除の日には
10時までに部屋を空け，整頓しておかなければならない。
デポジット： 学年歴の開始時に学生は，デポジットとして 1月分の室料を支払わね
ばならない（奨学金を受けた学生も含む）。このうちの一定額もしくは全額が，宿舎を
退室する際に，滞在中に発生した損害や破損物に対する賠償あるいは，余分に必要とな
る掃除の費用などに充当される。したがって，最終月の室料としてデポジットを計算に
入れることはできないことに注意。
セキュリティ： すべての出入り口は，使用しない場合には閉めておくように注意し
なければならない。このことは，ダイニングルームからバルコニーヘのドアも含まれて
おり，バルコニーのドアは夜には施錠しなければならない。かつてこれらのドアからの
宿舎への侵入事件が発生している。
訪問者： 自分の部屋を有している居住者は， IISLの学生以外の訪問者と部屋を
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シェアする場合があろう。その場合には，少なくとも 1週間前に事務所に知らせなけれ
ばならない。申請書を提出しなければならず，訪問者が支払う金額は事務所が決定する。
訪問者は滞在が認められるが，宿舎の利用に対して一定額を支払わなければならない。
その他のコモンルーム： すべてのコモンルームは，研究，レジャー，および訪問者
受入のために利用することができる。宿舎はオニャーティ市評議会に属しているので，
居住者は常に良い状態で利用しなければならない。したがって，
ー コモンルームには各自の本やグラス，その他の私物を置かないように
ー 飲食はダイニングルームのみ。宿舎を維持し自らの満足のためには清潔が極めて
重要である。
一 高温や濡れた台所用具やコップ，グラスを直接に木の台におかないこと。
また宿舎では洗濯機が備え付けられている。常に整頓しておき，使用済みの洗剤入れ
を再利用すること。
騒音，特に夜間の騒音が問題となることがあり，それはとりわけフロアーを行き来す
る場合にである。騒音をもたらすもの，とくにビリヤードは夜の11時にはやめなければ
ならない。夜遅くのパーティは，他の居住者の同意を得ている場合にのみ開くことがで
きる。
セントラルヒーティング： セントラルヒーティングは，寒い季節の到来と同時に稼
働する。温度調節器がないので，コモンエリアやベッドルームの快適温度はラデイエー
タによる。屋根裏部屋はセキュリティ上の理由から冬には暖房されないが，共通の暖房
で通常は暖かい。
キッチン： 食事は提供されないが，冷蔵庫を含めて，居住者は共同キッチンを利用
することができる。町のいくつかのレストランでは， 11ユーロで昼頃まで 3コースメ
ニューを提供（夕食はもう少し高い）しており，またいくつかのバー／カフェが軽食
(pintxos) を提供している。学生はまた， !ISLから約200メール離れたところに位置し，
終日営業しているモンドラゴン大学 (MondragonUniversity) のビジネススクールの
食堂を利用することができる。
キッチンは使用後は常に清潔にしておかなければならない。ゴミや通りにあるごみ入
れに入れて再利用しなければならない。学生同士で，キッチン清掃やごみ捨て，可能で
あれば料理などのタイムテーブルを作成することを薦める。
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環境，エネルギー ，および安全： ベッドルームやコモンルーム， トイレなどは，使
用していない場合には消灯する。電燈のいくつかは消灯システムに接続されていて，長
時間使用しない場合には自動で消灯される。また，宿舎内では禁煙である。
煙が感知されたら，火災警報が作動する煙警報装置が設置されている。火災警報装置
の制御板は，階下の通路側の小さな部屋に設置されている（メインドアの反対方向の右
側）。湯とセントラルヒーティングシステムのボイラーは 1階にある。少なくとも 2名
の居仕者が，ポランティアとしてこれらのシステムがダウンした場合にどのようにすれ
ば再スタートできるかを知っておかなければならない。
メンテナンスに関する問題： メンテナンスに関わるトラブルがある場合には，オ
フィスアワーのあいだか部屋に備え付けのピンクの用紙に記入して，事務係デイレク
ターの JoseAntonio Goyenagaまで連絡すること。
VI 2015-2016年のコース概要とコース担当者
TITLE OF THE COURSE CALENDAR 
21-25 Sept. 2015 
ECTS 
3 Rhetoric, Communication, Negotiation 
UlガkeSchultz-Fern Universita・t 
28 Sep.-9 Oct. 2015 3 C omparat1ve Legal Culture 
Joxerramon Bengoetxea, University of the Basque Country 
12-23 Oct. 2015 3 Social Research Theory and Practice Works 
Maggie Walter, University of Tasmania 
26 Oct.-6 Nov. 2015 3 Globalisation, State and Citizenship: reflec-
tions on the migrants as activist 
Iker Barbero, University of the Basque Country 
9-20 Nov. 2015 3 T ransitional Constltutionalism, with special 
emphasis of Central and Eastern Europe after 
the fal of communism 
Wojciech Sadurski, Sydney University 
23 Nov.-4 Dec. 2015 3 Law and Anthropology 
Martin Ramstedt, Max Plank Institute for Social Anthropology 
7-18 Dec. 2015 3 Law and the Legal Subject 
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Arthur Glass, The University of New South Wales 
4-15 Jan. 2016 3 Globalisation, Crime and Justice 
Susanne Karstedt, Griffith University 
18-29 Jan. 2016 3 How Much of Democracy within Democracy: 
Formal and Informal Sources of Power 
Andrzej Zybertowicz, Nicolaus Copernicus University 
1-12 Feb. 2016 3 Access to Justice and Legal Aid: socio-legal 
aspects 
Bernard Hubeau, University of Antwerp 
15-26 Feb. 2016 3 Sociology of Law and the Economy 
Sol Picciotto-Lancaster University !age Z. Miola-CEBRAP, Brazil David 
Monciardini-Free University of Bozen-Bolzano 
29 Feb.-11 Mar. 2016 3 Law, Obedience, Disobedience: Socio-Legal 
Perspectives 
Scott Veitch, Hong Kong University 
14-23 Mar. 2016 3 A Sociology of Constitutionalism 
J缶 Pfibai, Card訂 University
Oct. 2015-Mar. 2016 4 Thesis Seminar & Tutorials 
Oiiati IISL Scientific Director and Visiting Fellows 
April-September 2016 20 Research Project & Master's Thesis 
TOT AL CREDITS 60 
[ 1 ] Ulrike SEHUL TZS [番号は角田が便宜的に付した］
実務法律家の資格を有する UlrikeSchultzは， ドイツ・ハーゲンのフェルン大学（ド
イツの遠隔教育大学）の上級研究員である。メデイアの職務に特化した法学部教育・学
習ユニットの前代表で，法学部で「ジェンダーと法」を講義し，また法律家と司法部で
のコミュニケーション能力の訓練士をも務めている。彼女はさまざまな応用的な教育プ
ログラム，たとえば「法律関係教育」，「女性と法」，「法的スキル教育」，および「バー
チャルな国際ジェンダー研究」等々を立ち上げている。RCSLおよびオニャーティの
IISLの GermanSektion fur Rechtssoziologieの理事会メンバーで，RCSLのWorking
Group of Legal Professionの議長， "Women/Genderin the Legal Profession"グループ
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代表。
また， InternationalAdvisory Board of the International Journal of the Legal 
Professionのメンバーで，雇用の平等に関するドイツハンドブックの共同編者，
Women and Law, Images of Women, Women and Demographic Change, Women's Rights 
in Europe, Women in the World's Legal Professi011S, および Genderand Judging (Gisela 
Shawと共編），等々の編者。
Rhetoric, Communication, Negotiation: このコースの狙いは，レトリック，プレゼ
ンテーション，交渉や調停を含むコミュニケーションに関して， 実践的体験をすること
である。このコースでは，コミュニケーション理論，コミュニケーション心理学，（人
事に関する）管理研究と法社会学などにおけるさまざまな研究成果を提供する。
このコースの目的： このコースはマスタープログラムの全体的な評価に資するもの
ではない。それにもかかわらず，このコースはプログラムにおける重要な構成要素であ
る。
その目的は：
マスターコースの当初から権利に関して明確な理解を得ること
自己認識社会認識そして他者認識について学ぶこと
プレゼンテーションのスキルを磨くこと
さまざまな理論的概念に向けられた基本的なコミュニケーションの諸原理を理
解すること
コミュニケーションスキルを訓練すること
ー 交渉のテクニ ックを学び，実践すること
ー調停において必要となる協議技術や会話のテクニックを実践すること
また本コースは， 学生に対して，紛争解決のさまざまな方法における困難な問題ー一
拠り所，問題 と利点を考察させることをも目的としている。
[ 2 ] Joxerrarnon BENGOETXEA 
J oxerramon Bengoetxeaは，現在， 一般社会と大学間の ehuGuneプログラムのコー
デイネータを務めている。彼は法社会学の PhDプログラム (UPV/EHU)のコーディ
ネータで， UPH/EHUの他のふたつのマスターコース，すなわち， EUにおける法と
経済，および21世紀におけるナショナリズムのふたつのコースを担当している。スタン
―-208 - (540) 
オニャーティ・国際法社会学研究所の紹介
フォード大学とヘルシンキ大学の客員教授で， Bordeaux-Montesquieuで憲法を講義し
ている。エデインバラ大学 PhD, オニャーティ国際法社会学研究所所長 (2005-07),
ELAP-The Economics of Lifelong Learning (2004-05) ネットワーク・デイレクター，
欧）+I司法裁判所裁判官付秘書官 (1993-1998,2002一 2003年），バスク自治州政府の雇
用・労働・社会福祉担当副大臣 (1998-2001年）。
刊行著書としては， TheLegal Reasoning of the European Court of Justice (1993), 
Zuzenbideaz Teoria Kritiko Trinkoa (1993), La Europa Peter Pan. El constitucionalism-
oeuropeo en la encruczjada (2005)がある。彼は OSLSの3つの刊行物での共同編者で，
つぎのようなテーマでの150本以上の論文，論文集投稿論文がある。すなわち，法的推
論と法理論， EUの種々の実体法， EUにおけるリージョナリズムと統治の問題，比較
法，法多元主義，多文化主義，法文化，政治哲学（主権理論，ナショナリズムとヨー
ロッパ統合），等々である。
Comparative Legal Culture : 本コースの目的は，法，法的思考，法秩序，法源，
法専門職，そして法文化に関する基本的な諸観念を概観することである。比較法におけ
る主要な論争は，たとえばつぎのようなテーマ，すなわち比較可能性，受容，移植，影
響収敏，移転，等々をめぐって行われている。 1週間の集中講義の後で，各学生は自
らの法文化についてプレゼンテーションを行わなければならない。
講義の概要は：
l. 序：法文化，法実証主義，そして国家
2. 多元主義と法の問題，および法多元主義
3. 多文化主義と法
4. 法の拡散：拡散，移植，比較法
5. 移行期の法と法文化
6. 権利と法文化
7. 司法と司法における決定：文化横断的な比較
8. 統御とリスクをめぐる諸文化
9. 比較法文化の実験室としてのヨーロッパと EU
[ 3 ] Maggie WALTER 
Maggie Walter (PhD) は，オーストラリア・タスマニア大学の社会学・ソーシャル
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ワーク学部の准教授で，社会学研究方法，家族，先住民性，民族関係，等々の分野に
関する教育研究に携わっている。刊行物としては，オーストラリアで最も読まれてい
るテクストの SocialResearch Methods (Ed. 2006 : 2010)および SocialInequality in 
Australia: Discourses, Realities and Futures (D. Ha bi bisとの共編著， 2008年）がある。
彼女はタスマニア北東部のトロールウールウエイの子孫で，毎年 (A.Moreton-
Robisinsonと共同で）先住民族研究方法論に関するマスターコースを組織している。
彼女の法社会学に関係する研究は，相互に対立する犯罪率についての誤った認識のなか
で，陪審が果たす役割に関する研究と，労働過程で生じた損害に対する労働者からの賠
償請求と，職場事故に関する立法の相互関連に関する研究などを含んでいる。
Social Research Theory and Practice Works : 法社会学研究においては，法と法シ
ステムに関するデータを収集し，分析し，解釈することを主たる任務としている。法社
会学研究がどのように展開されうるのか，そして実際にも展開されているのかを提示す
るために，このコースを 2段階のプロセスから構成する。第 1のプロセスにおいては，
社会研究（法社会学研究はその一部を成している）の基礎をカバーし，また，厳格かつ
倫理にかかわる実践を理解し，批判的に評価し，解釈し，計画を立て，発展させるため
のカギとなるスキルを提供する。そして第2は，現代の定性分析のスキルと研究方法を，
自らの研究分野に関してどのように選択し，適用するのかを提示する。これらは，定量
的なサンプリング；ィンタヴューのプロセス；中心となるグループ；内容分析；先住民
族研究方法論；民族誌的研究；そして定性的分析と結果に関するプレゼンテーションが
その主たる内容である。いずれのプロセスも，自己の置かれているコンテクストに応じ
て，フィールドにおいていかに法社会学的研究が行われているのかについての事例を挙
げるために，また有効な定性的な法社会学研究のために入手可能な，多くのさまざまな
方法や方法論上の選択肢を示すために，さまざまな具体的事例を手がかりとしてこの
コースをすすめていく。
[ 4 ] Iker BARBERO 
国際法社会学研究所でのマスターコース修了後 (2003/2004年），わたしはバスク自治
朴1大学にて PhDを修了した (2010年 3月）。わたしの論文タイトルは， Towardsnew 
models of citizenship: a socio-legal analysis of the Sinpapeles movementで， 2001年にバ
ルセロナで発生した，当時の記録が残っていない移民闘争とその意味を検討したもので
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ある。「記録なし」 (sinpapeles;sans papiere) を出来させる市民権選択の実践は，合法
性の主題となっている。わたしは CCIGでの OecummeneProjectに加わるために
Basque Foundation for Science IKERBASQUEによって付与されたポスドク給付を受
けることができた (2010ー 2013年）。そして現在は，バスク自治州大学の法・経済社会
科学部の専任講師で， 2007年以来 Sortuz,the Journal of Emergent Socio-legal Studiesの
編集を行っている。
Globalisation, State and Citizenship: reflections on the migrants as activist : ネオ
リベラルなグローバル化は，国家や主権，領土，あるいは市民権に関する法といった，
政治的，法的概念を変容させている。移民のような現象はこれらの変化に影響を与えて
いる。というのは，人びとの移動を選択的にコントロールすることによって，グローバ
ルな労働力の創造を求めて超国家的な規制のプロジェクトを生みだしてきたからである。
このような動向に対して，諸制度の周縁に押しやられている移民は，彼らに帰属する基
本権を司法の場で主張する新たな主体として，公共の場にその姿をあらわしてきた。
2001年のバルセロナで行なわれた，教会での座り込みやハンガー・ストライキ，デモ行
進などに関するケーススタディを通じて，異なった市民権モデルを必要とする市民権の
選択的実践の法的性質について検討する。
[ 5 ] Wojciech SADURSKI 
W ojciech Sadurskiは，シドニー大学法学部の法理学の ChallisProfessorである。さ
らにまた彼は，ワルシャワ大学ヨーロッパセンタ ー教授， トレント，イタリアおよび
ニュー・ヨークのカドーゾーロースクールの客員教授でもある (2010,2011および2012
年）。 2013-2014年の間，ニューヨーク大学ロースクールの StrausFellowで Global
Visiting Professor, 2015年春学期にはイェール大学ロースク ールの客員教授，フローレ
ンスの EuropeanUniversity Institute法学部の法理論・法哲学教授 (1999一 2009), ま
た EUIの法学部長を2003-2006年の間務めた。オーストラリアの Academyof the 
Social Sciencesのフェロー (1990年選出）でもある WojciechSadurskiは，多くの監視
委員会や企画委員会の理事，たとえば， Instituteof Public Affairs (ポー ランド），
Freedom of Press Observatory (ポー ランド）， Centrefor International Affairs (ポー ラ
ンド）などを務め，また， EuropeanLaw Journal; Politics, Philosophy and &onomics; 
Law and Philosophy Library (Springer Scientific) などの編集委員を務めている。2011
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年以来 AcademicAdvisory Board of the Communityの議長。2013年に MyanmarCon-
stitutional Reform Projectにおいて指導的役割を担った。法哲学，政治哲学，比較憲法
学に関する多くの著作を有し，近年の刊行物としては， Constitutionalismand the 
Enlargement of Europe (OUP 2012), Equality and Legitimacy (OUP), Rights before 
Courts: A Study of Constitutional Courts in Postcommunist States of Central and Eastern 
Europe (Springer 2014, 2nd ed.)彼の経歴と全著作は， http://sydney.edu.au/lawI 
a bout/ people/ profiles/ wojciech.sad urski. ph pにアップされている。
Transitional Constitutionalism, with special emphasis of Central and Eastern 
Europe after the fall of Communism : 1989年にヨーロ ッパの社会主義が崩壊して以
後，中欧と東欧は，歴史上最も大規模な憲法上の実験場のひとつである。すべてのこと
がらが憲法の領域に入るということができ，これらの地域は典味深い憲法上の実験場と
なった。実際，「実験」は驚くほど限定的であった。経路依存はきわめて重要であり，
外国のモデルとの競合は顕著である。しかしながら，いずれのモデルが最も影響力が大
きくなったのか，またいずれのタイプの憲法が選択されたのかは極めて重要な問題であ
り，このコースの主要問題である。このコースは，より広範なるグローバルな規模での
「移行期の立憲主義」（南アフリカと東アジアを含む）という背景と対比を行ない，ま
た「統合的な」 （あるいは「非・移行期的な」）立憲主義との対比において，その地域に
おける「移行期の立憲主義」にかかわる現象を分析する。このコースでは，以下の事項
を検討する。
(1)「移行期の立憲主義」 一般の特徴 （「移行期」と「立憲主義」の双方のタームに焦
点を当てて）； (2)憲法裁判のモデル， 憲法裁判所の制度設計，その機能の態様，そこで
の法的推論の方法，裁判官の選任，判決の重要性など（とりわけ，移行期の諸現象にお
いて憲法裁判所の役割が極めて重要であると主張されていることに焦点を当てる）； (3) 
生命権，個人の尊厳， 言論と信教の自由，プライバシーの権利に特に焦点を当てて，移
行期の憲法と憲法裁判所の判決における個人的，市民的，政治的権利の検討； (4)「過去
に向きあう」さまざまな方法に関連して，典型的に「移行期的な」憲法上の手段の検討
（「浄化」，「脱コミュニゼーション」）； ( 5 ) 社会—経済的権利，平等権，マイノリティの
権利；そして (6)CEEにおける 2つの次元から論じられている憲法のヨーロッパ化と，
欧州人権規約体制と国内法の関係および EUとの関係，等々である。
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[ 6 ] Martin RAMSTEDT : 
Ramstedtは， ドイツ・ハレ／ザールのマックスプランク・社会人類学研究所の「法と
社会学部」の上級研究員である。それ以前は彼は，オランダ・ライデンの International
Institute for Asian StudiesのEuropeanScience Foundationのリサーチ・フェローおよび，
Meertens Institute, アムステルダムのオランダ人類学の RoyalNetherlands Academy 
of Science Institute for Dutchの研究員，およびハレの MPIの ProjectGroup "Legal 
Pluralism"上級研究員を務めていた。彼はグローバル世界における宗教的一倫理的なア
イデンテイティ・ポリティクスと法多元主義との相互関係のさまざまな側面を，ミュン
スター，ライデン，ナイメーヘン，アムステルダム，ハレ，およびロンドンの各大学で
客員講師として講義している。彼の研究トピックはつぎのような相互に関連するトピッ
クをカバーしている。すなわち，宗教的ーエスニ ックなアイデンテイティ・ポリティク
スと多元的市民権，先住民の運動の地域的諸帰結，集団的所有と集団的遺産の正当化，
宗教，エスニシティの国家による承認と法多元主義の増大，法的カテゴリーの異なった
社会一法的空間への翻訳，等々である。
以上のトピックが埋め込まれている社会ー政治的なコンテクストは，ヨーロッパやイ
ンドにおいても 一―—規模は小さいものの―当てはまるのみならず，インドネシアと東
南アジアにおいて最もよく当てはまっている。Ramstedtは法と政治，宗教に関する人
類学の相互交流の広範なる分野に関して多くの著書を刊行している。彼の最近の著述と
しては， 2冊の編著と査読付き国際的ジャーナルの特別号がある：すなわち， Franz
and Keebet von Benda-Beckmannとの共編著の Religionin Disputesおよび， FadjarI. 
Thufail (Asian Ethnicity 13/ 4,special issue, Routledge 2012)との共絹の (Palgrave
Macmillan 2013), Law and Religio-Ethnic Identity in Post-New Order Indonesia, およ
び CoenJ. G.Holtzappel (!SEAS 2009)との共絹著の Decentralizationand Regional 
Autonomy in Indonesia: Implementation and Challengesなどがある。さらに Journalof 
Legal Pluralismの特別号たる "Temporalitiesof Law", edited Keebet von Benda-
Beckmann, Martin Ramstedt, Melanie Wiber. London and New York: Routledge, 2014, 
がある。
Law and Anthropology : グローバル化の進展と国内市場の規制緩和の進展とが並
行して展開し，世界中のいたるところでさまざまな社会分野での司法化，法化が進行し
ている。これらは現代社会における法の概念，機能，およびその地位を変容させてきて
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いる。これらの変化によ って，社会学と法人類学の共同研究と，法というレンズを通し
て社会変動を測るとともに，逆に，社会ー政治的および社会一経済的ダイナミクスとい
うレンズを通して法の変動を見るという，法への新たなアプローチを推進した。この
コースでは， 目立った社会一法的展開や論争一―—たとえば，法規範や概念，制度，手続
きが，翻訳され，異なった社会一法的空間に移された場合に，何が失われ，また逆に何
が獲得されたのかといった一ーや，宗教，エスニシティ，および固有の慣習を，規範的，
制度的に承認することによって生じてきている，ますます増大する法多元主義の社会一
政治的重要性を診断するための事例として，あるいはエントリ・ポイントとしてさまざ
まな論争を取りあげる。またわれわれは，多元的な市民権や集団的な人権に対する個人
の優先，およびその逆の場合のみならず，プロジェクト法や，文化の抗弁，変動する所
有体制などの事例についても論じていく 。
セッション：
1. イントロダクションと全体の概要
2. グローバル世界における司法化のプロセス
3. 再埋め込みとしての司法化：さまざまな非西洋社会からの事例
4. 法社会学と法人類学の共通の歴史的，概念的基礎 法的制度と法的手続きの民族
誌
5. 法規範，概念，制度，手続きの，異なった社会一法的空間への移植：法プロジェ
クトとさまざまな展開パターンにかかわるアジェンダ
6. 人権とイスラームのファトワの越境化：機会と課題
7. 法多元主義と宗教，エスニシティ，先住民の慣習の国家による承認
8. 西洋社会における文化の抗弁の事例
[ 7 ] Arthur GLASS : 
Arthur Glass (BA, LLB, PhD Sydney) はニューサウスウェールズ大学ロースクール
の上級研究員で，法理論， 憲法および移民法の教育研究に従事 している。彼はまたさま
ざまな審判所ー一移民や精神衛生，医療，等 一ーー の審判員を務め，難民などへの無料の
法的アドヴァイスやケースワークを行うシドニーの団体たる Refugeeand Casework 
Serviceの代表を務めている。
Law and the Legal Subject: このコースは， 法研究に付随する知的基礎，社会的状
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況，法とモラルや政治，社会との関係，等々といった，法を研究することにより深く関
心を持つように学生を導くことを目的としている。その主要テーマは，つぎの両者の比
較，すなわち， 一方においては，いかにわれわれは法的主体を考察するのかということ，
他方において，文学や社会学，心理学などによって描き出されるわれわれの自己理解の
みならず，モラルや政治，社会理論によって描き出される自己理解，という両者の比較
である。
われわれはいかなる存在なのか？ 法的主体とそれ以外の自己を考察する方法の類似
性と相違はいかなるものであるのか？ われわれはどのように，自らを法的主体（そし
て法の執行者）と考えるべきなのか？ これらは存在論的な問題（われわれははたして
いかなる存在であるのか）ではなく，法的観点からすると，われわれに関してはたして
何が重要なことなのか，という問題である。このような自己理解を，たとえば，モラル
や政治的，社会的自己をいかに把握するのか，あるいはまた，法以外の他の学問分野
（たとえば社会学，心理学）もしくは日常生活全般において，人間性をどのように考え
るのかということなどと，どのようにして比較するのか？
このコースで扱う主要なテーマは：
法実証主義から見た人間性と法的主体
主軸としての法的主体とその帰結は？
われわれは人格と法の執行者をどのように理解すべきか？
カントの自我理解とその批判
社会理論における自我
「ポスト形而上学的自我」とはいかなることを意味し，その帰結は？
より具体的に言えば，このコースはこれらの諸観念，さらにより 一般的に，法的自我
を支えている諸仮定を，極めて異なったつぎの 3つの法的実践の領域において明らか
にする。すなわち，難民の要求の処理と犯罪の処罰および代理出産の規制の 3領域で
ある。
[ 8 ] Susanne KARSTEDT : 
Susanne Karstedtはオーストラリア・グリフィス大学の刑事学・刑事司法学部教授
で，文化と国を横断する犯罪と刑事司法に研究の力点が置かれている。比較研究のテー
マとしては：暴力；社会的地位を有する中産階級の犯罪（ドイツと英国の比較）；汚職
と権力者の犯罪；懲役と刑務所環境，等々である。彼女は，暴力が蔓延する社会におけ
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る暴力の抑制，および暴力が横行している状況への種々の介入プログラムにコミ ットし
ている。現在は，民主主義と犯罪，裁判に関する著述に取りかかっているが，その他の
研究分野としては，ジェノサイドや大規模な残虐行為が行なわれた後の移行期正義の問
題などがある。
Globalisation, Crime and Justice : このコースは，犯罪と刑事裁判に関する最新の
輿味深い分野を紹介することを目的としている。犯罪と刑事裁判はグローバル化してい
るとともに，ローカルな伝統にも根ざしている。違法な品物やサービス，薬物，人間，
武器の密輸などの国境をまたぐ流通は，国際社会への大きな脅威であると認識されてい
る。グローバル化は，国境を越えた犯罪と闘うための国際司法や法制度の増大とともに
到来し，また，グローバル・ノースとサウス間での「安全と正義のギャップ」がますま
す増大してきている。グローバル化は，地球規模での犯罪と刑事裁判における普遍化と
ともに多様化をももたらしている。このコースでは，グローバルな犯罪と刑事裁判の分
野を紹介し，グローバル化と犯罪，刑事裁判の関係を明らかにしていく 。
グローバル化がさまざまな違いをもたらす故に，われわれは新たな比較の視点が必要
となる。また，グローバル化は物やサービス，人間の違法，合法双方の流れを増大させ
る故に，新たな分析の視点と道具が必要である。サウスで生み出された理論は，ノース
で確立されている刑事学的な思考法と対立し，疑問をもたらす。そのような状況におい
て，受講生は犯罪と刑事裁判研究における比較の視点へと導かれる。そのような比較の
視点に立つことによって，たとえば，ある国ぐには他の国ぐによりもなぜ犯罪率が高い
のか，あるいはまた，死刑を含めてなぜ国によって刑事裁判制度に大きな違いが存在す
るのか，というような問題に関する理解のための手がかりを見いだすであろう 。また受
講生は，自国の犯罪と刑事裁判の問題がグローバル化とそのインパクトに，どのように
結びついているのかを問題とし，分析するであろう 。また受講生は，人身売買のような
国境を越えた犯罪や，国境を越えたホワイトカラーの犯罪や汚職のような，さまざまな
タイプの犯罪を分析するであろう。このコースにおいては，そのような犯罪と闘い抑止
するための国際的な制度や NGO, 国際刑事裁判所の役割とその制度などを分析する。
[ 9 ] Andrzej ZYBERTOWICZ : 
Andrzej Zybertowiczは，ポーランド・トルンの Instituteof Sociology, Nicolaus 
Copernicus Universityの准教授で，同研究所 GroupInterests Programの議長である。
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2007年から2010年まで，まずは首相の JaroslawKaczynskiついでポーランドの大統領
Lech Kaczynskiの国家安全保障に関するアドヴァイザーを務めた。また，地下活動の
故に1982年に共産党政府によって拘束されている。
彼の研究上の関心は，社会過程がはらんでいる「秘密の」側面に焦点が当てられてい
る。彼は共産主義体制崩壊における諜報機関の役割と，その体制エリートの新たな資本
主義者への転換をはじめて学問的に分析した書物の（オタワ大学の MariaLosとの）
共編者である。すなわちその書物とは， Privatizingthe Police-State: The Case of 
Poland, London: Macmillan and New York: St. Martin's Press 2000で， またその他の
多くの学術論文と著書を刊行している。たとえば， Coercionand Cognition: An Exercise 
in Non-Classical Sociology of Knowledge, Torun: Nicolas Copernicus University Press 
1995 (ポーランド語による）。また最新の書物としては TheThird Polish Republic: 
How the System Works, Lublin: Wydawnictwo Slowa i Mysli 2013 (ポーランド語によ
る）がある。
ポーランドの近年の展開に関する種々のメデイアでのコメンテイタによると，
Zybertowicz教授はポスト社会主義の移行における社会学的な側面と，国家安全保障機
関によって担われる役割の主たる専門家のひとりと認められている。
How Much of Democracy within Democracy: Formal and Informal Sources of 
Power: このコースは，なぜ権力現象が巧みに姿を隠してしまうのか，また，利害関
係集団を通して社会過程を認識する作業においては，まずは技術的なことがらが中心で
あり，ついで厳格な科学的ことがらであるのはなぜなのか，そしてまた，「法の支配」
（イデオロギーおよび実践の双方の意味での）は権力とその影響力において，いかなる
役割をはたしているのかを明らかにする。そのために，民主主義へのふたつの異なる制
限が考察される。すなわち，心理学的 （なぜ人間は人びとの階層構造を心に描くのか）
と機能ー構造的 （民主的な社会のなかでの非民主的領域）のふたつである。その他の検
討すべき問題としては，法的ー公的権力の源泉はどの程度安定しているか？ 権力の源
泉としての非公式のネットワークー一女性はいつそれを喪失するのか？，などである。
そして，「裁判官はどのように思考するのか」という有名な RichardPosnerによって提
示された問題は，神経科学の視点からは修正されるであろう 。最後に，自らの考えや見
識を覆い隠しつつ権力を行使しないうちは，権力に関するいかなることをも決して知る
ことがないということを認識することが， 受講生には求められるであろう 。
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[10] Bernard HUBEAU : 
Bernard Hubeauは2008年からアントワープ大学法学部の社会学と法社会学の教授で
ある。彼は「社会学・法社会学」，「法社会学」，「都市計画法」および「行政と市民の関
係に関する法的視点」などの講義を行っている。また彼は同大学社会・政治科学部にお
いて，「ソーシャルワークの法的視点」，およびブリュッセル大学 （「法と刑事学」学部）
で「法社会学」の講義を担当している。
彼はまたアントワープ市 (1996-1999年）とフランドル議会 (1997-2007年）のオン
ブズマンを務めている。さらに1991年から1996年までユトレヒト大学教授， 'Schoolfor 
Architecture'と'Schoolof Police Studies'の講師を務めていた。彼は 'Juristenkrant"の
責任編集者で，また FlemishHousing CouncilとSocialHousing Companyの代表，
Bureau of Integrity of the City of Antwerpのメンバーでもある。また近年，裁判と法的
扶助へのアクセスに関する著書たる LegalAid in the Low Countries, Cambridge, 
Intersentia, 2014, 375p. の執籠を完了した。
Access to Justice and Legal Aid: socio-legal aspects: 裁判へのアクセスはすべて
の市民にと って基本的な民主的権利である。この権利を行使するためには人びとは，彼
らの日常的な問題と争いを法的世界のなかに移しかえ，また法的言語を普通の（潜在
的）原告の日常言語に置き換えるために，法律家もしくはそれ以外の法律専門家を必要
とする。ほとんどすべての国ぐには法律扶助制度を有しているが，それぞれ類似する制
度もあればきわめて異なった制度もある。
まずわれわれは，裁判へのアクセスの問題 （不平等と貧困）にかかわる概念的枠組み
の提示と一般的展開から，このコースをはじめる。その際，著名な MauroCappelletti 
が提示した「 3つの波」に依拠しつつ，歴史的概観を行う 。法律扶助に関するさまざま
なモデル （チャリティ型，公共の法律相談サービス型，福祉型，そして混合モデル型）
を検討し，つぎのような法律扶助に関わる現在の問題や疑問を検討する。すなわち，財
政や緊縮，政府の役割， （準）法曹，アクセス，そして職業倫理，等々である。特殊な
法律問題に関する法律扶助と裁判へのアクセスのありかたはきわめて典味深い問題であ
り，そのうちのいくつかを検討する。最後に，ワークショップにおいて，裁判制度への
適切なるアクセスのための包括的で「理想的モデル」の展開を試みる。
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[11] Sol PICCIOTTO : 
Sol Picciottoはランカスター大学名誉教授で， 2009年から11年まで IISLの所長を務
めていた。オクスフォード大学，シカゴ大学で学び， Dares Salaam大学（タンザニ
ア），ウオリック，ランカスターで講義担当し，また名古屋大学客員研究員， European
University Instituteの JeanMonnet Fell owをも務めた。彼は国家，法，経済規制など
の理論に関して多くの著述を刊行しており，最近の著者は RegulatingGlobal Corporate 
Capitalism (2011)である。
[12] lage Z. MIOLA : 
lage Z. Miolaは現在は Lawand Democracy Nucleus of the Brazilian Center for 
Analysis and Planning (CEBRAP)の研究員で， Faculdadede Direito de Itu (Faditu)の
法学教授，また Fundac;:aoGetulio Vargas (GVLaw: Sao Paulo)の学部プログラムの
教授であった。彼はミラノ大学「法と社会」研究所にて PhD(2014年），オニャーティ
国際法社会学研究所にて修士号 (2009年）， RioGrande do Sulのカトリック大学
(PUC/RS) にて法学士 (2008年）取得， 2012年ニューヨーク大学社会学部にて客員研
究員。彼はつぎのようなトピックに関して，法社会学と経済法の分野に関する著述を刊
行している。すなわち，国家改革，経済規制，競争法，法とグローバル化，法専門職，
法の動態化，等々である。
[13] David MONCIARDINI 
David Monciardiniは2013年 7月に非財政的事項に関する法人のデイスクロージャー
（すなわち，社会的，環境的な事項，人権，汚職）に関する新たな EU規制をテーマと
する論文によって， Int'!Ph.D "Renato Treves" in Law and Societyを，また LSEの
Int'! Employment Relationsとイタリアのウルビノ大学で MSを取得。彼は広範囲にわ
たる国際的な研究と専門職の経験を有しており，そのなかには EU委員会（ベルギー）
とイタリアのフェラーラのビジネススクールも含まれている。ルント大学 PhD学生；
VU Amsterdam; Antwerp; and VU Brussels, 2013年に彼の学位論文 (Quelloche 
conta. Accounting for sustainable companies)がスエーデンのルント大学において出版さ
れた。現在彼はイタリアの FreeUniversity of Bolzanoの専任講師である。
Sociology of Law and the Economy : 法的現象と経済現象の相互作用は法社会学の
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中心的テーマのひとつで，ますます学際的な研究分野が現れてきている。このコースは，
経済関係における法の役割に関する，社会学的分析にかかわる主要な考察やアプローチ，
論争などについて，受講生が正しく理解することを目的としている。法ー一その担い手，
実践的制度，法的観念および概念― がいかにして経済を形づくり，また逆に，社会一
経済的な転換-—ーとくに経済のグローバル化とネオリベラリズムがもたらされた近年と
その後一ーが，法秩序にいかにして影響を与えているのかについて検討する。この論争
は近年の社会学者， とくにプルデューのみならず，経済社会学と法社会学の広範なる伝
統（ヴェブレン，ジンメル，ウエーバ，マルクス，ポランニィ，など）のなかにも位置
づけられる。さらにこのコースは，このような確立した伝統をさらに超えうる分析的，
方法論的なツールを受講生に提供する。
法と経済，社会の接点は，理論的にも経験的にも提示されうる。このコースは，まず
はつぎのふたつのセ ッション，すなわち，現代的な論争のみならず，法と経済に関する
古典的な法社会学的視点をも導入する。ついで，経済的活動の基礎たる主要な法的制度
をカバーするつぎの 3つのセッションが続く 。すなわち，財産権，契約，および法人で
ある。このコースの第 2週にはつぎの4つの主要な領域，すなわち，財政的規制，競争
法，税金，そして国際交易に対するモデル的な研究事例を学ぶことを通じて，基礎固め
をする。それらはさまざまな理論的，方法論的枠組みを通じて検証される。最終セッ
ションにおいて学生は，資本主義と民主主義の関係，および法の役割について討論する。
このコースは相互交流的なセミナー形式を目指しており，担当者が基礎的資料を提供
するのに呼応して，参加者は議論に積極的に参加し，自らが発表する準備をしなければ
ならない。最終段階では，このコースで提示されたテーマヘの相当の見識とともに，そ
のテーマに関する研究の評価と，研究に着手するためのツールの双方を得ることができ
ることを目標としている。
[14] Scott VEITCH: 
Scott Veitchは現在香港大学の PaulKC Chung Professor in Jurisprudenceである。
以前はグラスゴー大学の法理学教授であった。スコ ットランド出身で，オーストラリア，
南アフリカ，ニュージーランド，ベルギー，フランス，そして中国で教鞭をとり，客員
研究員の地位を有していた。著作としては， Lawand Irresponsibility: On the legiti-
mation of human sufe1--z'ng, Moral Conflict and Legal Reasoning, Jurisprudence: Themes 
and Concepts (Emilios ChristodoulidisとLindsayFarmerとの共著）がある。
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Law, Obedience, Disobedience: Socio-Legal Perspectives: 法的ルールに従うこと
は通常は機能的で，有効な法体系の存在を前提していると見られている。このコースは，
最も基本的なこの仮定に含まれている実践や前提そのものを問題とする。法的ルールヘ
の服従が，他の社会的規範や慣行，期待等にいかにして依拠しているのかを明らかにす
る。すなわち，後者の規範等がどのように操作され，さまざまな源や権力に依拠してい
るか；そして，それらの影響が文化ごとにいか異なっているのか。さらにまた，法への
服従と法の支配の価値がいかに拮抗するのか。不服従への挑戦はいかに理解されうるの
か。そして，政治的な審判としてのそのようなフォーラムでの，制度的な応答の条件と
限界はいかなるものであるのか。このコースは，社会学，法学，政治学のテキストに依
拠しつつ，法的権威に従うことの一一肯定的と否定的双方の一ー理論的意味とその社会
的帰結に対するわれわれの認識を深めることを目的としている。
[15] -Jiri PRIBAN 
Jifi Pribaii. は1989年にプラハの CharlesUniversityを卒業し， 2001年に LLDを取得，
2002年11月に同大学の法哲学教授に任命され，さらに2006年に CardiffLaw School, 
Cardiff Universityの法学教授に任命された。さらに彼は EuropeanUniversity Institute 
in Florence, New York University, University of California in Berkeley, University of San 
Francisco, University of Pretoria, University of New South Wales, Sydneyの客員教授も
しくは客員研究員を務めている。彼は法社会学，法哲学，憲法， ヨーロッパの比較法，
人権理論など，広範囲にわたって著書を刊行している。 Journalof Law and Societyの
編集員であり， BBCWorld Service, Czech TV, 新聞や他の定期刊行物にも継続的に記
事を投稿している。英語による書物としては， LegalSymbolism (2007), Dissidents of 
Law (2002), Liquid Society and Its Law (ed., 2007), Systems of Justice in Transition (ed. 
with James Young and Pauline Roberts, 2003), Law's New Boundaries (ed. with David 
Nelken, 2001), The Rule of Law in Central Europe(ed. with James Young, 1999), Pictures 
of Czech Postmodernism (2013)などがある。
A Sociology of Constitutionalism : 受講生はつぎのふたつの主軸，すなわち，国民
主権と法の支配，および立憲主義に基づく市民権に依拠する，立憲主義を基盤とする民
主主義の正統性への社会学的アプローチを学ぶ。政治制度は，主権者たる国民によって
形成されている場合には民主的正統性を有しており， したがって政治権力は直接に国民
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によってか， もしくはその選挙された代表を通じて行使される。政治制度自身は，諸原
理，ルール，手続きが法的形体において表明され，公務員やその行為は法に従っている
という意味において，憲法によって正統化される必要がある。民主的な実践は法の支配
によってコントロールされており，そして同時に，法的ルールは民主的手続によって変
更することが可能である。立憲主義のこのパラドクスは，推論的な社会システム理論の
コンテクストのなかで論じられる。
さらに，社会機構としての近代立憲国家のふたつの異なった機能，すなわち，憲法上
のチェックアンドバランスによって主権の行使を制約することと，全社会をシンボルに
よって統制するという機能は，立憲国家の社会的ー歴史的コンテクストを理解するため
に，社会学的に分析される。異なった社会学的な視点が一一民主的政体の集団的アイデ
ンテイティを表明するとともに，政治と法の体系を構成するものとしての一一ー 国民によ
る憲法制定という，主権的行為を理解するために導入される。この明示的な集団的アイ
デンテイティの態様は法と政治の領域を超えて広がり，真の政治力と象徴的にイメージ
されたコミュニティとしての国民の倫理的，文化的自己省察を確固としたものにする。
したがって，近代国家を対象とする解釈学的社会学は，近代国家内とそれを超えて，立
憲主義に関する機能的，制度的分析をさらに補完する。このコースの最終部分において
は，国家なき社会の憲法とグローバル社会へと進化しつつある，異なった立憲主義のあ
り方を検討する。
個人と社会のあいだの構造的な関係を理解するならば，社会統制の手段としての法は，
この関係においてはあいまいでおそらくは逆効果をもたらす役割を果たすことが明らか
となる。このコースでの講義と受講生のさまざまな貢献によって，法と社会統制の機能
に関する理解がより進むことを期待している。
2. オニャーティ国際法社会学研究所でのワークショップ
つぎに，オニャーティ国際法社会学研究所で行われる研究活動の中核であるワーク
ショップについて， 2015年 2月現在で研究所のホームページにアップされている， 2013
年， 2014年に開催されたワークショップと， 2015年開催予定 (2015年 2月現在）のワー
クショップについて，同ホームページの訳出を通じて紹介する。その前に，まずはワー
クショップの企画・組織への応募の呼びかけを行っているページを訳出する。
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2 -1. ワークショップ企画・組織への応募の呼びかけ
オニャーティ研究所は，現に社会において働いているさまざまな分野の法に関するト
ピックに関わるワークショップの企画・組織への申請を歓迎する。それは，比較的小規
模の研究者間での討論と意見交換のための場を提供する。申請は以下のような基準に基
づいて，会議・ワークショップ組織委員会によってその採否が審査される。
a) 企画提案内容：申請書においては，社会一法的研究，法社会学研究に対して，当
該ワークショップがいかなる貢献をするのかを明確に説明しなければならない。採
否に当たっては，申請者が（本研究所もしくはその他で）企画したこれまでのワー
クショップあるいは会議をもとに公刊されたものをも考慮する。
b) 参加メンバーの広がり：ワークショップではバスクと海外の双方を含む広い地
域から参加していることが必要である。また参加者に関しては，さまざまなキャリ
アの研究者，すなわち博士課程の学生，キャリアの浅い若手研究者およびシニアの
研究者，等々である。ワークショップは英語によって開催される必要はなく，さま
ざまな言語で開催されることが奨励される。申請書においてはいかなる者が参加表
明をしているかが示されねばならない。
c) 独自性：申請書においては，当該ワークショップの独自性について説明されてい
なければならない。同様なトピックが以前のワークショップの主題とされている場
合には，いかなる点においてそのトッピックの扱いが以前のワークショップと異
なっているのかを申請書において説明しなければならない。これまでに研究所の
ワークショップに参加していない者の申請を歓迎する。
d) バスク自治州との関係：社会一法的研究，法社会学研究に重要な貢献を成しう
るすべてのトピックを歓迎する。また，バスク自治）、卜lに関係するトピックについて
も大いに奨励される。バスク自治州政府は，今年いくつかの特定のトッピクを提示
している。すなわち：住宅，少年犯罪に関する社会一法的問題；家庭内暴力に対す
る法改正の影響；少年裁判所の機能；国境を超えておこなわれる調停，等々である。
これらのテーマに関する詳細については 'TOPICS2017'参照。
［ここで言及している研究所 HPの 'TOPICS2017'の詳細情報を以下に訳出する］
・住宅に関する社会一法的問題
・少年犯罪：少年犯罪者の地位；少年裁判所の役割と機能の評価；それらに関する改
革提案
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・バスク自治州において近年行われている法改革のインパクト，とくに，性暴力に関
する近年の立法；改革の社会的影響の評価と改良提案。さらなる改革提案に関する
分析は特に歓迎する。たとえば，社会防衛意識の向上のためのトレーニングヘの，
被害者関与，家族の関与，警察の役割の改良，等々である。
・少年裁判所によって採用されている手法：ワークプログラムや高齢者のケア，コ
ミュニティ奉仕活動プログラムなどの教育・社会的係わりに関するインパクトの研
究；国家の介入と犯された犯罪との関係；その他の裁判管轄内で採用されている手
法の研究
•民事調停や人びとの国境を横断する移動：国境地域に居住する家族の地位；国境を
またぐ問題に関する民事調停の役割；民事，商事に関する調停についての欧州議会
と欧州理事会の指令2008/52/ECの含意と，スペイン・フランス間の国境地域への
適用
研究所は参加者に招聘状を送付したりワークショップを運営することで，ローカルな
組織を支援する。ワークショップは AntiguaUniversidad (1540年建築，近年改築され
た）の快適なセミナールームで開催され，また宿舎は主として18世紀に建築された
Residencia Antia (同じく近年改築）である。それはまた同時に，インフォーマルな議
論やより小規模な会合などにも用いられる。宿舎に十分な部屋がない場合には，ワーク
ショップ開会の間はオニャーティ周辺のホテルに宿泊する。
研究所では (8月以外の） 1年中，その期間を問わずその他の会合のための場所を提
供している 。 この場合には，費用と組織に関しては—―ー研究所スタッフは助言や情報を
提供するが一~企画・組織者が責任を負っている 。 その場合には施設使用料を徴収する 。
2 -2. 2013年， 2014年開催のワークショップと2015年開催予定のワークショップのプロ
グラム
つぎに，研究所の日常活動たるワークショップの概要を， 2013年と2014年に開催され
たワークショップと本年 (2015年2月現在）開催予定のワークショップのプログラムを
ホームページから以下に参照することで，オニャーティ国際法社会学研究所の日常的活
動の一端を提示しておきたい。
2 -2 -1. 2013年開催のワークショップ
1. Restorative Justice in Terrorist Victimisations: Comparative Implications 
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Programme [ +info] : 
• Date: 11-12 April • Main language (s) : English • Chair (s): Gema 
Varona Martinez (University of the Basque Country) and Helena Soleto Munoz 
(University of Carlos III) 
＊：角田注：ホームページ上でこの [+info] をクリックすると PDF版の当
日配布の会議プログラムが添付されている。
2. Women as Legislators Programme [ +info] : 
• Date: 18-19 April • Main language (s): English • Chair (s): Mal-
gorzata Fuszara (Warsaw University) and Jacek Kurczewski (Warsaw University) 
3. Wealth, Families and Death: Socio-Legal Perspectives on Wills and Inheritance 
Programme [+info] : 
• Date : 25-26 April • Main language (s): English • Chair (s): Daniel 
Monk (Birkbeck, University of London) and Dafna Hacker (Tel Aviv University) 
4. How does legal pluralism interplay with the promotion of human rights? 
Programme [ +info] : 
• Date: 2-3 May• Main language (s): English• Chair (s): Eva Brems 
(Ghent University) and Giselle Corradi (Ghent Univesity) 
5. Evaluating Judicial Performance (in Collaboration with the Academy of the Social 
Sciences in Australia [ASSA} and sponsorship by the National Center for State Courts 
[NCSCJ Programme [ +info] : 
• Date : 9-10 May • Main language (s) : English • Chair (s): Sharyn 
RoachAnleu (FlindersUniversity), Francesco Contini (National Research Council 
of Italy), Jennifer Elek (National Center for State Courts), Kathy Mack (Flinders 
University) and David Rottman (National Center for State Courts) 
6. Perspectives from Justice and Fundamental Rights in Literature: an Approach 
from Legal Culture in a European context Programme [ +info] : 
• Date: 20-21 May• Main language (s): English • Chair (s) : 
Joxerramon Bengoetxea (University of Basque Country) and Iker Nabaskues 
(University of the Basque Country) 
7. Law, Jurisprudence, Governance and Existential Indeterminacy Programme [ + 
info] : 
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• Date : 23-24 May • Main language (s): English • Chair (s): James 
Hardie-Bick (Keele University) and Patrick Baert (University of Cambridge) 
8. Indignation, Socio-economic Inequality and the Role of Law Programme [ + 
info] : 
• Date: 30-31 May • Main language (s): English • Chair (s): Jane 
Matthews Glenn (McGill University), Anneke Smit (University of Windsor) 
andVeronique Fortin (University of California) 
9. Interpreting and Advancing Women's Rights to Social Security and Social 
Protection Programme [+info] : 
• Date : 6-7 June • Main language (s): English • Chair (s): Beth Gold-
blatt (The University of New SouthWales) and Lucie Lamarche (University of 
Ottawa) 
10. Legal Reforms, Social Responses to the Crisis and the Precarization of Life 
Conditions in Contemporary Society Programme [+info] : 
• Date: 13-14 June• Main language (s): English• Chair (s): Benjamin 
Tejerina (University of theBasque Country) 
11. Comparative Perspectives on Theory and Practice of Preventive Detention 
Programme [+info] : 
•Date : 20-21 June • Main language (s): English • Chair (s): Christo-
pher Michaelsen (University of New South Wales) 
12. Law in the Age of Media Logic Programme [ +info] : 
• Date: 27-28 June • Main language (s): English • Chair (s): Bryna 
Bogoch (Bar Ilan University), Keith Bybee (Syracuse University), Yifat 
Holzman-Gazit (College of Management, Rishon Lezion) and Anat Peleg (Bar 
Ilan University) 
13. A question of trust: Socio-legal Imperatives in international police and justice 
cooperation Programme [+info] : 
• Date: 4-5 July• Main language (s): English• Chair (s): Saskia 
Hufnagel (Griffith University) and Carol McCartney (University of Leeds) 
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2 -2 -2.2014年開催のワークショップ
1. Alternative Property Practices [+info] : 
•Date : 3-4 April• Main language (s): English • Chair (s): Anne 
Bottomley (Kent Law School), Nathan Moore (Birbeck-London) and Tara 
Mulqueen (Birbeck-London) 
2. Sexual abuse in the church and other institutional settings [ +info] : 
•Date: 10-11 April• Main language (s): English• Chair (s): Ivo 
Aertsen (Leuven Institute of Criminology-Leuven) 
3. Legal Education in Europe. Challenges and Prospects [+info] : 
• Date: 1-2 May• Main language (s): English• Chair (s): Antal 
Szerletics (National University of Public Service in Budapes) and Lidia Rodak 
(Silesian University, Katowice, Poland) 
4. Engagement, Legitimacy, Contestation: Transitional Justice and its Public 
Spheres [ +info] : 
• Date: 8-9 May• Main language (s): English• Chair (s): Susanne 
Karstedt (University of Leeds-UK), Chrisje Brants (Utrecht University-The 
Netherlands), Lauren Gould (Utrecht University-The Netherlands) and Katrien 
Klep (Utrecht University-The Netherlands) and Ray Nickson (Australian 
National University-Australia) 
5. Delivering Family Justice in Late Modern Society [ +info] : 
•Date: 15-16 May• Main language (s): English• Chair (s): Mavis 
Maclean (Oxford Centre for Family Law and Policy-UK) and Benoit Bastard 
(Institut des Sciences sociales du Politique-ISP/CNRS-France) 
6. Citizens Coping with Crisis: Rights, Participation, Action [ +info] : 
• Date: 29-30 May• Main language (s): English• Chair (s): Charlotte 
Skeet (University of Sussex -UK), Jose Garcia-Anon (University of 
Valencia -Spain) and Marina Calloni (University of Milano Bicocca -Italy) 
7. Law, urban space and social justice [ +info] : 
•Date: 5-6 June• Main language (s): English • Chair (s): Marius 
Pieterse (University of the Witwatersrand-Johannesburg) and Thomas 
Coggin(University of the Witwatersrand-Johannesburg) 
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8. Juries and Mixed Tribunals Across the Globe: New Developments, Common 
Challenges and Future Directions [ +info] : 
• Date: 12-13 June• Main language (s): English• Chair (s): Nancy 
Marder (IIT Chicago-Kent College of Law-Chicago), Valerie Hans (Cornell 
Law School, Ithaca -New York), Mar Jimeno-Bulnes (University of 
Burgos -Spain) and Stephen Thaman (Saint Louis University School of Law, St. 
Louis -Missouri) 
9. Dilemas de las Politicas de Integraci6n de y con los lnmigrantes: Perspectivas 
Multinivel en el Pais Vasco [ +info] : 
• Date : 19-20 June • Main language (s): Spanish • Chair (s): lmanol 
Zubero (Universidad del Pais Vasco-Leioa) Lorenzo Cachon (Universidad 
Complutense de Madrid-Madrid) 
10. Human Trafficking : Challenges and Opportunities for the 21st Century [ + 
info] : 
•Date: 26-27 June• Main language (s): English• Chair (s): Jackie 
Jones (Bristol Law School, UWE-United Kingdom) and Evadne Grant (Bristol 
Law School, UWE-United Kingdom) 
11. Criminologies of the Military [ +info] : 
•Date: 3-4 July• Main language (s): English 
Goldsmith (Flinders University-Australia), Mark 
• Chair (s): Andrew 
Halsey (Flinders 
University-Australia) and Ben Wadham (Flinders University-Australia) 
12. Sociolegal Aspects of the Creative Economy [+info] : 
• Date: 10-11 July• Main language (s): English• Chair (s): Jose 
Augusto Fontoura Costa (University of Sao Paulo-Brazil) and Marcos 
Wachowicz (Federal University of Parana-Brazil) 
13. Mapping the Impact of International Trade and Human Rights Rules on Local 
Practice [+info] : 
•Date : 17-18 July • Main language (s): English • Chair (s): Ljiljana 
Biukovic (University of British Columbia -Canada) and Pitman Potter 
(University of British Columbia-Canada) 
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2 -2 -2. 2015年開催予定のワークショップ
1. Life Imprisonment and Human Rights : 
•Date: 16-17 April ・ • Main language (s): English • Chair (s): Dirk van 
Zyl Smit (University of Nottingham) and Catherine Appleton (University of 
Nottingham) 
2. Politica legislativa penal y cambio social. El papel de las ciencias sociales en el 
proceso legislativo, la legitimaci6n politica y la evaluaci6n de la efectividad de las 
reformas penales : 
• Date: 23-24 April • Main language (s): Spanish • Chair (s): Ignacio 
Aymerich Ojea (Universitat Jaume I), Juan Antonio Garcia Amado (Univer-
sidad de Leon) and Mara Luisa Cuerda Arnau (Universitat J aume I) 
3. Derechos reproductivos y reproducci6n asistida. Genero, diversidad sexual y 
familias en plural : 
•Date: 30 April-I May • Main language (s): Spanish • Chair (s): 
Marisa Herrera (Universidad de Buenos Aires), Natalia de la Torre (Universidad 
de Buenos Aires) and Agustina Perez (Universidad de Buenos Aires) 
4. Migration, Free Movement and Portability of Social Rights: 
•Date: 7-8 May• Main language (s): English• Chair (s): Lorena Ossio 
(The German University of Administrative Sciences Speyer/MPISoc Munchen) 
and Elaine Dewhurst (The University of Manchester) 
5. A Multidisciplinary Approach to Processes of Sovereignty Construction: The 
Basque Case : 
• Date : 14-15 May • Main language (s): English and Spanish • Chair 
(s): Pedro Ibarra Guell (lnvestigador principal del caso vasco en el proyecto de 
PRIO-UPV /EHU), Ashild Kolas (Directora del proyecto de PRIO) and Igor 
Ahedo (Director del departamento de CC.PP. -UPV /EHU) 
6. Contemporary Issues in the Criminal Justice Systems : Comparative Perspective 
• Date: 21-22 May • Main language (s): English • Chair (s) : Sanaz 
Alasti (Lamar University) and Jim Mann (Lamar University) 
7. Cyber Deviance Cyber Crime: A Revolution in Socio-Legal Norms: 
• Date: 28-29 May • Main language (s): English • Chair (s): Emilio 
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Viano (President, International Society for Criminology) 
8. La regulaci6n de los estudios f eministas y de genero en la universidad y las nuevas 
reformas legislativas: 
•Date: 4-5 June• Main language (s): Spanish• Chair (s): Arantza 
Campos (University of the Basque Country) and Asun Ventura (Universitat 
Jaume I) 
9. Temporary Labour Migration in a Globalised World: The Regulatory 
Challenges : 
•Date: 11-12 June • Main language (s): English • Chair (s): Joanna 
Howe (The University of Adelaide) and Rosemary Owens (The University of 
Adelaide) 
10. Reforma del CP a debate: las nuevas penas, medidas y su ejecuci6n 
• Date: 18-19 June• Main language (s): Spanish• Chair (s): Jon 
Mirena Landa Gorostiza (University of the Basque Country), Miren Ortubay 
(Universidad del Pais Vasco) and Enara Garro (Universidad del Pais Vasco) 
11. The Precarious Home: Socio-legal perspectives on the home in insecure times: 
•Date: 25-26 June• Main language (s): English• Chair (s): Helen Carr 
(University of Kent), Caroline Hunter (University of York) and Brendan 
Edgeworth (University of New South Wales) 
12.'Moving On'? Official responses to mass harm and the question of justice: 
• Date: 2-3 July• Main language (s): English• Chair (s): Jennifer 
Balint (University of Melbourne), Julie Evans (University of Melbourne), Nesam 
McMillan (University of Melbourne) and Mark McMillan (University of 
Melbourne) 
13. Consumer Redress When Lawyers Are Negligent 
•Date: 9-10 July• Main language (s): English • Chair (s): Herbert 
Kritzer (University of Minnesota) and Angela Melville (Flinders University) 
14. Radically Rethinking Marriage: 
•Date: 16-17 July• Main language (s): English• Chair (s): Suzanne 
Lenon (University of Lethbridge) and Nicola Barker (Kent Law School) 
15. The Politics and Jurisprudence of Group Offending: 
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• Date: 23-24 July • Main language (s): English • Chair (s): Anthony 
Amatrudo (Middlesex University) 
16. (dis) Order and (des) Integration: The Role of Law facing the new Social 
Movements: 
• Date: 10-11 September• Main language (s): English and Spanish• Chair 
(s): Germano Schwartz (Unilasalle, FSG) and Salo de Carvalho (Federal 
University of Santa Maria) 
17. Kinship: Public Perception and Legal Definition 
•Date: 17-18 September • Main language (s): English • Chair (s): 
Mariano Croce (University of Antwerp) and Frederik Swennen (University of 
Antwerp) 
3. ホセラモン・ベンゴエッチャ "Comparinglegal cultures 
An introduction to the main issues"コースの講義資料の訳出
本資料の最後に，オニャーティ国際法社会学研究所の元所長 (2005-2007年）のホセ
ラモン・ベンゴエッチャの同コースの講義"Comparinglegal cultures An introduction to 
the main issues"のパワーポイントの講義資料を訳出しておく。
本誌第65巻第 1号の「ホセラモン・ベンゴエッチャ「多元論者の憲法パラドクスとコ
スモポリタン・ヨーロッパ」論文の翻訳と関西大学でのセミナー，講義資料 (1)」の
「はじめに」でも言及したように，ベンゴエッチャ教授は， 2014年11月2日から12月8
日まで， 2014年度法学研究所・招聘研究員として関西大学に滞在された。本資料にて訳
出したパワーポイント原稿は，その間に教授から直接送信してもらった， 2014年に行わ
れた講義資料である。
また上記資料「はじめに」でのべたように， 2011年9月から2012年3月にかけてわた
しがルーバンカトリック大学（現，ルーバン大学）に客員教授として滞在中に，オ
ニャーティ国際法社会学研究所を教授の招聘によって訪問し，その時に開講された本講
義 'ComparativeLegal Cultures'に1週間にわたって出席した。講義ではさまざまな国
籍で，文化を異にする学生が出席し，実に活発な議論が教授と学生とのあいだで交わさ
れていた。また，教授の要請で私自身も， "ModernJapanese Legal System and Legal 
Culture-Historical Survey"というテーマで約60分の講義を行ない，その後質疑応答を
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パワーポイント資料の訳出：
講義計画＝検討事項
関法第65巻第2号
• 比較という方法と法文化研究への導入
・法多元主義
・文化多元主義
・法の拡散，受容，移植
• 国境を超える法と間合法性 (interlegality)
・権利
・判決形成と紛争解決
・統治の文化
•EU と比較法文化プロジェクト
[ I ] 文化の概念
第1スライド：文化の概念
・ラテン語起源で「耕す」を意味する「文化」というタームは，人間の行動パターン
とそのような行動に意味を付与する象徴的構造を一般的に意味している。文化は，
「社会全体の生活様式」であるといわれている。そのようなものとして文化は，マ
ナーや服装，ことば，宗教，俄式のコードや，行為規範，信念の体系などを包含し
ている。
1. 価値とは人間が生きる上で何が重要と思われるのかに関する理念から成って
いる
2. 規範とはさまざまな状況において，人びとがどのように行動するかに関する
予期から成り立っている。それぞれの文化は，サンクションと呼ばれる規範を
強制する手段を有している。サンクションは規範の重要性に応じてさまざまで
ある。社会がフォーマルに強制している規範は，法という地位を有している。
3. 制度 (institutions) とは，価値と規範が伝達される社会構造物である
4. 人工物 (artifacts)-—物質文明の事物もしくは側面――ー とは，文化が有す
る価値や規範から導かれものである。
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第2スライド：サブカルチャー
・規模の大きな社会はしばしばザクガ）しヂャ:_'すなわちそれらが属しているより大
きな文化とは異なった， 一連の行動様式や信条を有する集団を包含している。サブ
カルチャーは，メンバーの年令や民族，エスニシティ，階級，ジェンダーなどに
よって構成されることもある。他とは異なるサブカルチャーを決定づける特性とし
ては，芙的，宗教的，職業上，政治的，性に閃ず広特性， もしくはこれらの複合的
な特性でもありうる。しかしサブカルチャーは価値を担う概念なのか？ かりに中
立的な概念であってもそれは有用なのか？
・文化の変容は複雑で，広範なる影響を及ぼす。社会学者と人類学者は，文化とその
環境の研究に対する全体論的アプローチが，変容のさまざまなすべての側面を理解
するためには必要であると確信している。人間存在は「多面的な総体」と見るのが
ベストであろう 。このような立場からのみ，われわれは文化の変容の実態を把握す
ることができる。
文化とシンボル
・シンボルは文化の存在を可能ならしめ，再生産し，理解を可能にする。それらは
「意味のウエッブ」であり，集団の実践に対して規則性，統一性，そして体系性を
付与する。Geertzによると，文化とは，強力で広範囲にわたり，永続的雰囲気や
動機を確固としたものにするために機能する，儀式的行為によって強化されたシン
ボルの体系である。
第3スライド：文化比較のさまざまな次元
・文化の次元：内部性，階層性，統御，実効性ある自立性，知的自立，平等主義，お
よび調和，等々である。 (Schwartz: 2007); Schwartz, Shalom H. (2007) Cultural 
and Individual Value Correlates of Capitalism: A Comparative Analysis, 
Psychological lnqui1y, vol. 18, pp. 52-57) 
• これらの研究と関連するが，若干古い研究としては Hofsted (1980)があり，そこで
はつぎのような基準が用いられている：権力の及ぶ範囲，個人主義，男らしさ，不
確定さの回避，および長期にわたる傾向性，である。
第4スライド：法文化の導入と法文化比較 諸事例
ある日のニュースから一一世界を見渡して
・インドでの路上キス
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・ポーランドでの中絶
・英国のムスリム法廷
• アメリカでの司法の影響
• 司法システムの規制
• アメリカと法の支配
・陪審員とテクノロジ一
第5スライド：主たる問題
・文化の概念ー~あいまいで多義的な概念
・文化と社会，法，宗教，そして政治
・諸要素：価値，規範，制度，人工物，生の様式，シンボル
・（法）文化とサブカルチャー
・法と同一物ではない法文化-—一学説としての法，社会慣行としての法，イデオロ
ギーとしての法
・法：制度的な規範秩序＿―-解釈の産物としての法
・比較法学とは同一物ではない比較法文化 一ーー 関連する分野：法伝統，法理論・法哲
学，法社会学
第6スライド：比較法文化の主たる問題＿統き
・法の概念—-Hartー一規範の概念ー一ネ土会規範
•多元主義と法文化
・思考された法，書かれた法，制度としての法，働いている法 (Blankenburg)
・内在的，外在的法文化 (Friedman)
・文化と法専門職
・法の形式（手続き）と法のなかみ
第 7 スライド：主たる話題・統き一~方法論上の問題
・説明の背景としての法文化と説明の対象としての法文化ー一-循環性
•外国の法文化理解ー一法人類学
・異なる文化と社会における法と（非法的）規範
• たとえば，ソフトローとガバナンス，その他の規制態様および規制緩和
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第 8 スライド：比較法文化の主たる問題・続き—趨勢と動態
・経路依存と伝統
・拡散と移植
・グローバル化；法文化に影響を及ぼしているグローバル化の歴史的流れ：ローマ法，
ナポレオン法典，法と秩序，ホームルール，財政危機
• 収敏：任意か強制か？
・グローバルな傾向：国境を超えるビジネス，ネオリベラルな秩序， ヨーロッパ内で
活動する法律家，世界主義への抵抗とその代わりとなる選択肢
第 9 スライド：外国の文化の理解一—ー思考法
・われわれははたして何を比較するのか？ 大規模な法文化，法あるいは法体系とは
いかなるものか？ 一般的な環境，法，理念，行動，態度としての (Friedman)
Cotterrellの法文化概念参照。しかしながら， Blankenburgにおいては，制度の外
には法文化は存在しない。
・われわれの先入見を排除する；知的なアプローチであるが，ひとつの態度でもある。
自己以外の文化への感受性から自己の文化への再帰性へ。しかしわれわれ自身の文
化は混合性とクレオールによって特徴づけられる (SallyEngel Merry) 
・内的視点—-Hart vsネイティブの生活様式にしたがう？
・見る者と見られる者との極めて複雑な関係
• 第2外国語を学ぶこと： Nelkenはいかなるレベルか：法文化の探求という，より
広範な枠組において法意識を探求することで，より多くのことを知ることができる
・外国の観察者が，彼ら自身の法文化を通じて認識していることと，機能的に同じも
のとして規範秩序を認識してしまうという危険性；また，移植もしくは相違を強調
しすぎるという危険性
第10スライド：法文化の全体およびその一部
・諸要素もしくは全体一一法文化の全体もしくはその要素の一部のみを把握すること
諸要素は複雑な一連の層を成している― Gessnerの提示
1. その源泉：法規範（中核たる「入れもの」（ボックス））
2. 判決と学説これはすでに再構成されている
3. 制度的なコンテクスト：司法制度と他の制度的担い手
4. 非制度的なコンテクストと担い手：法律家（？），市民，ビジネス関係（私的
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利害） しかしながらそれ以外のアプローチも存在
5. 訴訟提起率とその他の紛争解決やガバナンスの指標；（これは実際異なった問
題である）
6. 法理論と法哲学
7. 科学的説明と知識，および
8. 法，規制，裁決に関する社会工学的な仮定
比較と歴史的なデイメンジョンがすべてのレベルに適用される
[ I ] 法多元主義
第11スライド：法多元主義
・全世界の現象：多元主義，グローバル化，移植，翻訳，借用；
・法多元主義と法文化の関係は？ （法文化の多元性）
・大きな流れ： 1. グローバル化と支配vs抵抗と越境vsローカルな基準
2. 形式主義（ハード・ロー）と分裂；ソフトな道具；これは紛争解決と規制をも
たらす（政策策定，政策の混合，規制，規制緩和……）
・「外国の」法文化は隣人でもありうる！！！
多元性と多元主義；記述 vイデオロギー
第12スライド：多元性と多元主義
・法多元主義をどのように定義するのか？ ひとつの社会にひとつ以上の法が存在す
ること？＿ その含意は
・法とはなにか？ ー一 「制度的な規範秩序」 (MacCormick), 慣習 v慣習法，原則，
権威
・規範システムの多元性と紛争解決システムの多元性＿対立 v共同／多元性 v多
元主義／一元論的多元主義 vデュアリズム；
・ヨーロッパにおける法多元主義のコンテクスト：歴史，コロニアル，ポストコロニ
アル，国内，国境を越えた，超国家的一立憲的多元主義の問題ー一現代社会におけ
る多元性の源泉，すなわち，文化的，宗教的，エスニック，社会的多元性と法ー一
多元性は「通常の」状態なのか？
• 多文化的社会 v多文化主義；いくつかのモデル：適応による統合，同化による統
合，市民的多文化主義 TariqModood Guardian 7-02-2011参照
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第13スライド： GalamterとTrujilo―多元主義の多元性
・定義
・法多元主義ははたして何と対立するのか……？
• 3タイプ
法多元主義 l—ェスノー事例による議論
法多元主義 2 社会的一事例による議論
法多元主義 3 テクノープロセスの（供給側の）事例？
• 3変数
国家
国民
集団（エスニック／多元的所属／プロバイダ）
• 国家の位置は？
第14スライド： Galamter と Trujillo—~統き
・私的な紛争解決提供者一一憤i度な技術を有する専門家？
• 1回限りの利用者 v反復するプレーヤー
・異なった文化に属する論争者
・後押し（価値：参加，コンセンサス）
・私的で非公開の手続き
• 包括的な司法センターのネットワーク？ 各々の問題に対してひとつの紛争解決
のための選択肢ーー参加が求められる当事者
• Pequotsの事例をどのように考えるか？
• 関連する事例はないか？
・批判
第15スライド：多文化主義の問題
・解釈的概念：多様性，多元性 v一体性
・規範的概念：多元主義 v一元主義
•多元主義の解釈：社会と文化における（多文化主義）；政治における（民主主義）
場合と法における場合
• 多元的な課題：差異，アイデンテイティの主張，積極的差別，適応，特別な権利，
例外，個別，自律と自由，集団 v特権，差別，平等，尊厳，自治，普遍，個人
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• 国境を超えるネットワークと地域を超えるネットワーク
・共存することに関する 4つのモデル：同化／重なり／分離／文化変容一融合 他に
も選択肢が存在する
• しかし法システムにとって多文化主義は存在せず一元主義
多文化主義は政治的，イデオロギー的，宗教的なものであって法的なものではな
vヽ：
唯一の公式法システムの存在
第16スライド：多文化主義に関する文献： Ch. Taylor 
•Taylor: The Politics of Recognition; Will Kymlicka, Multicultural Citizenship; J. 
Tully, Strange Multiplicity; Bhikhu Parekh, European Liberalism and the Muslim 
Question 
・ふたつの動態性のゆえにわれわれは承認について語るようになっている：
1. 名誉に関する差異に関係した（そのような状況において，上流階層，特権階層，
選ばれた者もまた彼ら自身を特権階級たらしめる，恵まれない人びとにも関心を
有していた）社会的階層性の衰退。名誉は近代的な人間の尊厳，人間の固有の尊
厳の観念によって置き換えられている そして，
2. 18世紀以来の個人主義的なアイデンテイティの観念， Rousseaule sentiment de 
l冶xistenceand Herder, 権威の観念，われわれ自身に備わっているモラルセン
ス；権威の文化において，諸関係は自己発見と自己肯定の主要な場とみなされて
いる
・承認／誤った認識 フェミニズム，マイノリティ，階層の劣った集団……等しい尊
厳の政治 v差異の政治， 43頁，相互批判/51頁：差異のないことと平等な自由と
が結びついている場合には，差異を承認する余地は極めて少ない／手続き的な世界
v別の世界（生存） 61頁：基本的権利 v広範囲にわたる免責；近代の司法審査の文
化において生じている統一的扱い（文化的生存と比較衡量して） 多文化社会は
その存続を欲する複数の社会を包含している/63頁：社会の多孔性とは，さまざま
な国の移民に対して広く開かれていることを意味する/67頁：ガダマーの指摘する
「境界の融解」 /71-3頁：すべての文化は等しい価値を有しているか？ しかしわ
れわれは，はたして何が文明であり，また標準的なことなのかを判断するために，
われわれ自身の基準のみに依拠するだけでよいのか？
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• 59頁：「リベラルな社会はマイノリティ ー―—善に関する一般的考え方を共有してい
ない人びとを含む 一ーー の遇し方と， とくに，いかなる権利をそのすべての構成員に
認めているかによって，リベラルではない社会から区別される」
• 59頁：「強力な集団的目的を有する社会もリベラルでありうる。ただしそれは，多
様性をも尊重すること一ーとくに共通の目的を共有しない人びとを遇する場合—
および，基本的権利に対する十分なセーフ・ガードを提供することができる，と
いうことを前提としている。」 (Taylorは基本的権利を言語選択やラベリングのよ
うな特権や免責から区別している）
第17スライド：多文化主義に関する文献：ウイル・キムリカ
・文化多元主義におけるふたつの主たるパターン：
ー 多国籍的一国家的領域を有していたマイノリティで，かつては自治を行ってい
たが，後により大きな，多国籍国家に組み込まれた場合
ネイション＝ピープル＝文化；平等な社会たることを要求する
ー さまざまなエスニック集団を有するポリエスニシティーの単独でのもしくは家
族単位での移民はしばしば，生活上のセーフ・ガードのためではなく 主流社会の
制度や法との共存を求めて団結する
・モデル：アメリカのメルティングポット：カナダのモザイク v同化主義； Menski 
の英国におけるサラダボール？ アメリカにおいて（教育カリキュラムにおいて）
多元主義はさまざまな集団に対する排除の歴史に対抗するために，カナダとは異
なった用い方がされている アメリカ黒人はなぜハードケースなのか？
• 国民たる資格をいかに定義するのがベストか？ コミュニティヘの統合／血統の共
有／これはエスニック・ナショナリズムをシビック・ナショナリズムから区別する
ものなのか？ ナショナル・アイデンテイティにおける文化的要素の欠如ではな<'
人びとは統合可能か否かである。ナショナル・アイデンテイティはリベラルな文脈
では価値を共有することは必要ではない
・リベラル・デモクラシーは，エスニ ック集団とナショナル・マイノリティの諸要求
に応えてきたか？
1. 個人の要求や責任，自己統治，信教・良心， 言論・表現，結社，移動，政治組
織などの自由のレベル
2. 集団的差異やさまざまな市民権のレベル
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a. 自己統治の権利：自衛と連邦主義， とくに非対称的な連邦制：ナショナル・
マイノリティは連邦単位においてはマジョリティ集団を形成する
b. 非差別や言語，文化に関わる協会などへの資金提供，法的免責や共存（ハ
ラール，食事制限，日曜営業，等々）
c. 特別代表権
• リベラリズムのみならず，西洋のすべての政治的伝統は自民族中心主義を前提とし
てることに対して責任を有している
・コミュニタリアンの政治はローカルなレベルにおいてのみ存在することが可能であ
る
第18スライド：多文化主義に関する文献： Tully 
・近代は多文化的というよりは異文化的；文化の相互交流と相互の独立；文化の差異
の経験は各々の文化に固有である：文化はオーバーラップし，相互交流し，新たに
創造され，本質的に相互交渉的
• 6つの要求と挑戦（しばしばそれらは実践において相互に対立する）からの文化的
承認の政治： 1. ナショナリストの運動； 2. より大きな超国家的協働； 3. 言語
やエスニックにおけるマイノリイティ； 4. 多文化的あるいは異文化的な声； 5. 
フェミニスト運動の諸要求； 6. 先住民の諸要求
• それらは 3つの特徴を共有： 1. 信仰の承認を求めることは，それにふさわしい形
態の自治を強く要求； 2. 近代社会の基本的な法と制度は，信仰の多様性の承認に
適した形態の自治を妨害； 3. 文化は除外しえない政治上の構成要素
・承認への要求を評価する際に用いられた言語は 文化的に中立であると装ってい
るが一一文化的差異を抑圧し，主流文化を押し付け，不可避的に自民族中心主義で
あり続けている
• The Haida Guai 
・現代の立憲主義と近代立憲主義の伝統的な 3つの学派 vポスト帝国主義の立憲主
義： 1. リベラリズム； 2. ナショナリズム； 3. コミュニタリアニズム Va. ポ
ストモダニズム； b. カルトフェミニズム； c. 異文化主義
第19スライド：多文化主義に関する文献：ヨーロッパの BikuP 
• 22頁：すべてのリベラルな社会は構造的に緊張をはらんでいる。それは（普遍的
な）人権と個別の文化的伝統のいずれにも関わっている。 一定の様式で解釈された
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ならば，自治は伝統を掘り崩すことも可能である。しかしながら，伝統が自治に一
定の制約を課すならば，その制約によって伝統は弱体化されるだろう 。均衡を保つ
ためには，マジョリティとマイノリティの双方が良識を持つことが必要である。
• 26頁：多くのムスリムは多文化社会をいわば手段的に見ている。つまり，多文化社
会が彼らのアイデンテイティを維持する空間を与えるが故に，またその限りにおい
てその社会を歓迎するのである。彼らは狭義の，静的な多文化主義観を有している。
つまり，個々の文化や宗教に属している人びとのあいだでの，相互作用の結果互い
に変容し，偏見のない対話ではなく，さまざまな集団がゲットー化した存在として
生きている，個別化された社会的，文化的宇宙なのである。……彼らは主流社会か
ら一定の距離を置いており，相互に交流したり，他者を理解し，自らを反省的に見
たりする機会（ミレット）を持とうとはせず，彼らの独自の宗教と歴史を守ろうと
している。
• 29頁：エスニックやナショナル，あるいはその他の紐帯からは解き放たれ，反面に，
彼らのアイデンテイティの唯一の基礎として宗教に依拠しているので，多くの若い
ムスリムたちは，地球規模でのムスリムとしての問題意識を有する戦闘的集団によ
る動員の呼びかけに応答する……このように応答することは，力を保持していると
いう感覚や目的観，所属観，同朋のネットワーク，等々を彼らに提供する。
• 30頁：失業や貧困が直接に彼らをテロリズムに駆り立てるわけではないが，それら
は広範なる反感や，目的観の喪失，主流社会への無関心を引き起こし，テロリスト
の活動に対しても，広無関心や漠然としたもしくは積極な肯定感をもたらすような
雰囲気を生みだしている。……ムスリムの両親が有している文化と，主流社会の文
化の双方からの疎外感によって醸成され，強力な宗教的アイデンテイティのみに
よって満たされてしまったいわばアイデンテイティの空白は，テロ活動を推し進め
る重要な動因である。……それはムスリム諸個人をグローバルなイスラムのネット
ワークに組み込んでいく。
第20スライド：ケース
・欧州司法裁判所
言語に関するケース： Franz and Bickel 
人間の尊厳に関するケース： Omega 
市民権と移民に関するケース： Ruiz-Zambrano 
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婚姻関係にはない家族関係に関するケース： W v Commission 
・欧州人権裁判所
ロマの婚姻に関するケース： Maria Mufi.oz and factsheet on Roma 
言語とナショナル・マイノリティのケース： Gorzelik 
宗教に関するケース： Lautsi and Factsheet on Freedom of Religion 
トルコ人のベールに関するケース： Sahin 
・欧州司法裁判所と欧州人権裁判所の双方が絡むケース（立憲的多元主義）
第21スライド：欧州司法裁判所のケース
•Gorzelik v Poland, Feb-17-2004 (Grand Chamber-17) Art 10 Freedom of 
Association : この事件は最初は1998年に，「シレジア国籍保有者統合法」 "Unionof 
People of Silesian Nationality"にもとづいて，欧州司法裁判所に持ち込まれた。第
30条/KatowiceRegional Court (主観理論）， Appeal Court, Supreme Court : 実
在するエスニック集団 VSナショナル・マイノリティ /1993年の選挙法（ナショナ
ル・マイノリティの場合には必須ではない代表権の端緒）／判決での推論： #64-5 
の理論/#67-9ナショナル・マイノリティの理論／保障としての多元主義：
#90-2/均衡のとれた裁量と監督#96/欠点：他者の権利にいかなる影響を及ぼす
のかという問題に関する議論存在せず／同時に提起されたふたつのマケドニア人の
ケースと，補完性原理に関して同時に提起された典味深いケースでの議論参照
• Sahin v Turkey, Nov 19 2005 GCh-17; Art 9 Religion and Art 2 of Prot 1 (教育を受
ける権利）： 1998年に欧州司法裁判所に係属/Circularof 1998 of Vice Chancellor of 
Uni Istambul (2000年学生へ恩赦）/ #30-35にのべられている容疑者の背景；
#55-65での比較法的分析。しかしその帰結は? Sabin's point #100とFrani;oise
Tulkens参照／欧州委員会は高等教育を勧告/Sahinは#73, 102において自らの
立場を表明。その帰結は？／法の意味：「法によってのべられた」 #84/91とくに，
フォーマルな概念ではない #88と立法部ではない #92(Const! Ct interp)に関す
るGorzelikの見解を参照/Sahinの議論は裁判所によってのべられたものではな
ぃ： #101/裁判所による分析： # 104 -111 ; Art 9, Hallmarks, Secularism, 
Pluralism/ローカルな基準とジェンダー平等に限定され，真剣に議論されていな
い#117と122での重大ではない補完性の原理／実効性ある手段としての #136の解
釈に関する指令，全体として規約と議定書たる #155/再度，教育に関する #159-60
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での補完性の原理参照
• Lautsi v Italy March 18 2011 ; 第2セクションと GrandChamberの相違（主たる相
違は資格に関する #72/多くの国や団体が介入/1928年の王令：教室での十字架問
題／憲法裁判所ではなく行政裁判所における本質的救済／比較検討#26-8/提案：
内在的 v外在的という意味での中立性 v世俗主義？ （ヨーロッパ人の半数以上は
非世俗的国家に暮らしている） ー一裁判所による国家的特性に関する何世紀にもわ
たる表明は #68/民主主義的な多数代表制 vマイノリティの立場の乱用／中立性
の原則—- #56 での補完性原理の承認に関する投票での票差は， 33名の欧州議会
議員によってもたらされた／裁判所の法的推論：体系的解釈#58-61/どこに限界
があるか？ 国家は介入できない。全体として62+ 69-70 + #73参照／信認投票で
の票差＋ヨーロッパ全体の合意ではなくヨーロッパによる監督／多文化社会に関す
る第2の論点にお Malinverni判事の少数意見参照。
• Munoz Diaz v Spain 8 Dec09 : Roma/合理的なアクセス＋合法的な期待： #61 : 
「裁判所はすでに Buckley判決において， （異なったコンテクストにおいてである
が）つぎのように指摘している。すなわち，ロマの人びとの弱者としての立場は，
重要な規制的枠組みと個別のケースにおける実効性を有する判決の双方によって，
彼らの要求や異なった生活スタイルに対して，特別な配慮がなされねばならないと
いうことを意味している。」
第22スライド：欧州司法裁判所と EU
• 11-24-1998 C-274/96 Bickel and Franz : 言語問題／リージョナルな問題／犯罪問
題／市民に対する非差別と移転，居住の自由（文献参照）／非差別とサービス提
供／比較方法の確立 #25-26/相応の居住施設#30
• X-14-2004 Omega C-36/02; レーザードラウム／フランチャイズとサービス／製
品 (2次的な）/Schindlerに関する証明書への疑問／公的命令の概念の変化→条
約によって設定された制限内での裁量の余地/FRとGPL/EC法秩序は人間の尊
厳の尊重に向けて努力している；父母が同じという地位は重要性を持たない／必要
性と補完性原理#36/全体的同意は不要 #37司法審査の衰退 #39― それはわれ
われの文化的問題に対していかなる帰結をもたらすのか？
• 03-08-2011 Ruiz Zambrano C-34/09 : 複雑な法的背景と証明書問題については #35
V 36参照／加盟国に対する観察は純粋に内部的な状況#37/2004/38指令は適用さ
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れないがそれはなぜか？／基本的地位としては#40-41/正統化については#42-44
• 10-14-2010 W v Commission F-86/09 : 複雑な法的背景／スタッフケース／家族
法／非差別／フォーマルな法的推論 vエクイティ （実践的，実効的な権利）／比較
方法#37/法的推論： #43-44← → 54-55 
第23スライド：ケースから生じる問題—課題
・差異の源泉：領域を有するナショナル・マイノリティ (Gorzelik) /領土を有しな
いナショナル・マイノリティ，たとえばロマ (MunozDiaz) , あるいは言語上
(Bickel-Franz)/宗教集団 (Sahin)や移民，とくにムスリム移民がもたらす多元
主義／イデオロギー上の不可避の多元主義（たとえば Lautsi)/EU内部での哲学
上の外見の多様性 (Omega)
・ヨーロッパ全体にわたる合意は存在するか？ あるとすればいかにしてそれを見い
だすのか？ 欧州人権裁判所における比較法上の要素は Omegaのケースに存在す
る。
・ヨーロッパ全体の合意の欠如＋ローカルな基準一評価と裁量の余地ー補完性原理→
裁判所によるヨーロッパの監督のレベルの低さ (Lautsi,Gorzelik)連邦制について
の議論？
・居所の必要性 (MunozDiaz, W, BickelとFranz)
• 平等 v自律? (Omega ; Sahin) 
•生活の手段としての規約
• 憲法システムとしての EUと欧州司法裁判所： EU法システムー一それは，直接効
カ，国内法に対する優越性，内在的権限，等といった特性を有している は，つ
ぎのような憲法上の要求を成すものと理解されている。すなわち,EU法秩序は国
際法秩序よりも国内法秩序により類似している． ということである。同じく欧州人
権裁判所は．「ヨーロッパの憲法裁判所」として描かれている。すなわち，裁判所
に繰りかえし提起されている多くの訴えを処理するための「パイロット判決」が，
近年支持した主張である。それらは加盟国の憲法システムと連動して作動している。
第24スライド：多文化主義の批判
・社会的分断を推し進め，社会的分裂を強化する (Malik2007) 
• 主たる社会—経済上の不平等から注意をそらさせる (Barry 2001) 
・ネイティブな国民の道徳上の躊躇を強める (Caldwewll2009) 
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• 国際テロリズムを奨励する (Phillips2006) 
・法多元主義が有する困難な問題にもとづくより重大な問題
→ヨーロ ッパの国民国家は再度，ひとつの国民国家と されるのか？ 自由や平等，
公正，寛容，自治，非差別といった価値以外にいかなる原理が適用されるの
か？
→不成功に終わっているコスモポリタンという原理ははたして存在するのか／ポ
スト国民国家のシティズンシップの将来いかなるものか？
第25スライド： Howes: "Culture in the domains of law" (Law in the Domains of Culture, 
Sarat Kearns 1998) 
・文化横断的な法理学（多文化を対象とする法理学） 裁判所，法的推論，証拠など
における文化 また， Foblets,Shahも参照
・文化の抗弁；フ ォーマルな文化の抗弁 (Renteln)
http://www.newzimbabwe.com/news-4421-Lorraine%20Mbulawa%20the%20law% 
20and%20spirits/news.aspx参照
• 最大適応原理 (maxiumaccomodation principle) : 衣服，動物のあっかい，名誉殺
人一一穏健な相対主義 vラデイカルな相対主義？
Accommodation and Canada, Bouchard-Taylor Commission, 多様性への対応，文
化的多様性
差異に敏感な進化的モデルから再婦モデルヘ
・限界：物理的統合，普遍的価値？ 弱い意味での法多元主義
・文化と聖像学
現在のところ，文化的多元主義／多元性と法に関する分析は古典的な（国家の）科
学によって囲い込まれている。
[ml 多元主義からグローバルなトレンドへ
第26スライド：多元主義からグローバルなトレンドへ
・伝統の分断； Weber: 近代の経済生活は，法および（法的強制と財産権保障のため
の）法的保障の担い手として利用されてきたその他の団体を破壊してきた。その結
果，合理的ルールに依拠して計算可能な法システムを必要とする市場が展開してき
た。
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• しかしこのことは，西洋の経済に関しても正しいことなのか？ すべての法現象の
背後にはパワーと信頼が存在するのか？ 法的確実性を生みだすために社会的な不
信用の機構が存在する (Shapiro)が，安定したデモクラシーのための必要条件と
しての制度的信頼も存在する (Offe)。
・歴史的なグローバル化の波が法文化に影響を与えている。ローマ法，ゲルマン民族
の大移動，ボローニャとローマ法の再発見，ルネッサンスと国民国家，ナポレオン
法典， BGB, 立憲主義一自治一法の支配，移行期正義， TRC;交易と法と新しい
lex mercatoria, テロとの戦い，懲罰のトレンド (Garland'sCulture of Control) ; 
さらに近年では，金融と融資条件の危機， （グローバルな）金融と地方経済への不
干渉，および全面的な規制緩和の結果としての社会．等々は，新しい予測可能な一
連の規則の大波を起こしている。
• それぞれの波は，新しい形態の産物，新たな社会構造，新たなテクノロジーをもた
らしている一ーグローバル化のトレンドで，それは完全に新しいものというわけで
はないが，その速度は以前よりも早いであろう 一—このような事態と法文化はいか
なる関係性を築くのか？
第27スライド：拡散，移植と相互の合法性
・経路依存と伝統 v純粋にテクニカルな機能；移植可能性をめぐる Watson(肯定）
とLegrand(否定）の間の論争
・拡散，移植；あらゆる方向において： Menski: 今日の西洋法は「エスニック・イ
ンプラント」の結果，再・多元化している
• 収敏：任意もしくは強制的？
・グローバルなトレンド：国境をまたぐビジネス，ネオリベラルな秩序，ヨーロッパ
を股にかける法律家，世界主義への抵抗とそれ以外の選択肢
第28スライド：移植ー一一輸入と輸出
・グローバル資本主義の国境をまたぐ展開と政治にかかわる課題：それは一定のトレ
ンドを生みだし．そのトレンドに沿った法的思考を輸出している。盲目の近代化の
問題 (Menski)
・法文化の適切なるユニットとはいかなるものか？ 国民国家；ローカルな法管轄？
法系？
•示唆ー提案：具体的な特定の規範，手続き．あるいは制度のために移植という方法
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を用いること，諸法間（諸法文化間）でのより広範なる相互交流のための「拡散」
を利用すること Rodolfo Saccoは，法的規定と一般的な文化のあいだの制度的次
元を把握するために，「法的フォーマット」を提示している。
・公務員は現在の社会を維持するためではなく，変化をもたらすために外国法を利用
する（借用した制度の道具的利用）。移植は刺激物とみなされることができる
(Teubner) 
・植民地主義と強制的な法の移転；また同じく，占領，交易のための条件付き借用，
あるいは国際的な金融機関からの援助，等々の場合にも同様である（コーポレート
ガバナンス，監査文化？）
・工業所有権，反トラスト， しかしながら，移植 v経路依存
・収敏は不可避か? Friedman: われわれは，個人主義，平等，そして人権に基礎
を置くグローバルな法文化に向けて進んでいる
• あらゆる方向， とりわけ指令という手段による法移植の実験室としての EU。しか
し，法の拡散と新たなヨーロッパの法文化創造という点に関しても同様である。
第29スライド： Kahn-Freund―比較法の利用と濫用（道具としての）
・研究や教育のツールとしてではなく改革の手段としての比較法
• Watson (移植はいずれにおいても存在し，発見ということはほとんどない）と
Legrand (移植は不可能）との論争
・事実：外国の影響，法定立者は外国を見ている，社会変動に対応し変化をもたらす
• 用法：グローバルな法の統一たとえば EU
・社会変動をもたらす移植
・モンテスキューは，抵抗的な要素 v収敏の要素，東 v西，権力分立，多数代表制 v
立憲民主主義，法制度の創造において組織化された利害関係の役割／その維持等々
を説明するために重要なさまざまな要因，政治的要因を収集し，リストアップして
いる。その制度とは 3つの事例で，婚姻（家族）法，手続きと証拠に関する法，産
業的関係とくに集合的取引，クローズドショップ， TTUU, ストライキ（伝統と
経路依存の重要性） v契約及び商事法 (Twining29頁も参照。腎臓と燃料気化装置
のメタファーを用いている）等々である。
第30スライド： Twining Diffusion of Law 
•著者は何を試みているのか？ 新たな法社会学分野の創造？
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・法システムと法伝統は歴史を通じて相互に交渉している。実際，孤立というのは極
めて例外的であるが，この点は強調されすぎていないか？ ある戦略においては孤
立が強調され，また他の場合は混合であり （日本， トルコ），あるいは孤立するこ
とを強要される場合もある。
・法文化の国際的な次元が，法文化の変容が生じるコンテクストのひとつとなってい
る。2つの大きなトレンドが存在する
一 法の拡散の研究における画期：受容研究；植民地化による輸入と押しつけ
（法多元主義；法と発展），任意の受容；移植理論， ヨーロッパ統合での法改革，
憲法の展開における構造に関する調整プログラム；移行期や紛争後の再編成過
程にある国ぐにでの構造改革
ー 特定の産物やテクニック，アイデアの拡散過程に関するより詳細なる研究
第31スライド： Twining統き
・諸困難を明らかにするためのマップ
・合理的でメトロポリタンな法原理は，国民国家の国内法や国境を越えた法， 宗教法，
非国家法，ソフトローに至る PILを超えたものである。
• 国家法多元主義?12頁，規範的・法多元主義?14頁
・注22における法秩序の定義
• 21-22頁e)「すべての法的」現象もしくはアイデアは拡散の対象たりうる……ある
いは法原理も……
• The Red Book (ft 36) 
•(f) あなたはオニャーティ国際法社会学コースの学生として，自国の法を持参した
か？
• 脚注40: P. Glenn : 法の受容は支持を包含するのか？
• (i) Latour : 「変型のない移送はない」，ローカルな担い手の介在 Frank Lloyd 
Wright's house 
• (1)31-32頁；法改革における監査文化 v移行期正義研究：「これらの手段を支えて
いる前提は，文化やコンテクスト，伝統などをほとんど尊重しないテクノクラート
的で形式主義的そして強度な道具主義となる傾向がある。」(VTaylor and T 
Halliday) 
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[W] 国民国家の法文化を超えて
第32スライド：国民国家の法文化を超えて一一国境を超える法現象 TRNL
• 一般論は法文化に関する国民国家モデルを再度解体する＿これはどの程度強調さ
れすぎているか？
• 国際というレベルは究極的には国家（国内）レベルと同じであるか？
・再度，法の定義：ソフトな形態，規範上，認識上の予期
• 国家を超えて国家の上もしくは下に国家の側にもしくは国家間において，いかなる
現象が展開するのか？
第33スライド：国家を超えた国際的空間における規範的アプローチ (MireilleDelmas 
Marty, The Imaginative Forces of Law) 
・倫理的な国際主義（普遍主義）は，経済におけるグローバリゼーション（市場に依
拠する社会）が国家の不介入と不平等を引き起こす場合には，国家による積極的支
持を受けることを前提としている。国際的規範は政府によってネゴシエートされ，
国境を越えた規範，その担い手自身によって把握，適用され，そしてさらに，超国
家的な規範は司法もしくは準司法機関によって監督されている。→研究と実行のた
めのつぎのふたつの道が存在：
・システム上の多様性を組み込む一ーシステムが両立可能（調和）かあるいは真に
融和（ハイブリッド）するかのいずれかになることを可能とするグラマーを探求
する一ー多元主義者の国際化，「われわれの目的はシステムの多元性を「秩序
だった多元主義』へと形づくることである。」
・相互依存性，あいまいさ，そして不連続さを法的推論と法的思考の要素とするこ
と，すなわちー一犯罪とリスクがグローバル化し， したがってそれらに対処する
という責任もグローバル化して，国家法のみには任せることができない状況にお
いては一一幅のある評価，相互承認，補完性，規範や権限，価値の不連続性（法
相対主義 v理性の普遍性）が必要である。普遍的な法はいまや規範的となって
いる。理性は相対的となっているか？
第34スライド： Lex mercatoria (lexmercatoria.orgを参照）
• 国民国家形成と法典化が挫折した中世後期の北イタリアが起源で，とりわけロンド
ンの商事裁判所で展開
・商事以外の分野での国家介入と比較して，国際交易における担い手の自治がそのコ
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ンテクストである。新たな形態の確実性の求め，国家の規則と国際的な規則，そし
て自己規制のハイブリッド
• Incoterms, Uniform rules, !Chamber C, Hague Rules, Unidroit; 国連は国際規約を
作成した（たとえば売買）
• 自律的ルール；特定の契約書作成，標準契約書， しばしば文化的差異を考慮したネ
ゴシエーションなどにおける国際的なローファームの実務，等々に関するもの
・仲裁と仲裁条項の強制の問題
・グローバル化現象：この現象は契約法，破産法，所有権，不法行為法，会社法ある
いは民事訴訟法などの統一を通じて，法を有効なものとさせる現象 (Gessner) に
呼応している。規制の相違や国家法間での乖離は計算可能性を減少させ，リスクを
増大させると考えられている。
•最高裁と仲裁裁判所，法理論のあいだには対立がある 。 他方で，ビジネス上のアク
ターは，まずは仲裁裁判を優先させて通常の裁判を回避し，ついで，自己に有利な
最良の裁判所を渉猟する。
・グローバルなビジネスは力か個人的な信頼に圧倒的に依存している。
・欧州民事法典研究グループはEU全体にまたがるアカデミックなネットワークで，
加盟各国のさまざまな法管轄における比較法的な私法研究を行っている。それは，
債務法と財産法の中核的部分のための，法典化された「ヨーロッパ法の諸原則」
(Principles of European Law)の作成を目的としている。
第35スライド： Volkmar Gessner, Globalization of enabling law 
・グローバル法文化？一ーいかなる意味でか？ 世界社会ー西洋モデル? EUはほ
んとうに超国家的な法文化出現のテストケースなのか？
• いずれの場所でも埋め込まれているのか? Granovetter 1985の事例，以下比較せ
ょ：
ー さまざまな国家法文化のなかに埋め込まれている国家法。それは，その他の
すべてのフォーマルもしくはインフォーマルな規範システムと，国際的合意と
リージョン化，グローバル化のプロセスにおける統合に向けた影響を通じての
調和の努力とのあいだで対抗関係のなかにある。
ー 非法的なルールは一一それらを寛容に扱うか抑圧するか (LP2)のいづれか
かと，統治からガヴァナンス・多元主義アプローチヘの国家の移行とのあいだ
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で対抗関係にある―法システムのなかに，それらが埋め込まれているという
事実によって半自律的になった。
ー 経済的な合理性，英語，契約，仲裁，等々によって形成された共通の文化の
なかに埋め込まれているグローバルビジネスの取引
一 法社会学の視点からすると経済活動は社会構造と社会的関係のなかに埋め込
まれている。
ー 経済活動における概観としての個人的な関係の埋め込み v非人格的な信頼，
評価，本人／代理人
第36スライド： Gessner統きー一さまざまな事項に関する事項 グローバリゼーション，
Lex mercatoriaの法文化，生産物の社会理論
・グローバルビジネスの取引はどのようにして規制されているのか? 5つの要素に
よって形成されている共通の文化
・法的確実性，法的取引はつぎの 4つの変数によって保障されているか否かに応じて，
法文化は異なっている：すなわち，法規定，商事ルール，ローファームが作成する
契約，信頼関係に依拠する関係性契約？
・協働の態様：水平的（利害関係） v垂直的（義務）と規制システムーネットワーク
と共同
・法のふたつの機能：規制 v権限付与（基盤整備，民事事件の重要性， しかしなが
ら， UNCITRAL,WB, IMF, EUのような 1100にもよる），基盤整備への代替：
Lex mercatoriaあるいはローファームによる自己規制，互酬性や普遍的モラルのよ
うな普遍的ルール？？？
• 国家 v国境を超える交易を可能とする私的な構造：信頼とパワー，（多国籍）；法
の不存在？
・ビジネス上のアクター間でのハイレベルの信頼／共同体主義的な構造の存在が生産
に関する優れた，柔軟な社会システムが現れるためには不可欠である
・経済は自己統制的であるのか，見えざる手は存在するのか；法はいずれに存在する
か？ 経済取引の背景としての法？
・非人格的信頼，西洋の大部分の国家には存在せず，社会レベルにおいて構築される
複雑な社会的成果 法は条件ではない
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第37スライド： Cottrrell トランスナショナリズムのスペクター
・理論的含意 法と社会，そしてすべての法理論の再考
• 3頁；法一般に対する典型的な西洋の法律家の近代的見かた：自律的な規範秩序，
学問としての国家中心的で国家一元論的な法；内在的／外在的；社会へのインパク
ト Ehrlichの破壊的方法
・法多元主義の多元性：国家内における法多元主義もしくは多文化主義，国家法多元
主義もしくは多中心性，国境を越えた法多元主義，国家間の法多元主義（これは何
を意味するのか？ 領域を超えた？ 輸出？ 移植？ →規制に関する連続体もし
くはスペクトル？ 相互に交流する合法的なコミュニティ間の規制に関するコミュ
ニケーション；間合法性の規範的ネットワーク
・法の将来は国家中心的で実証主義的な伝統的な法的理解がますます後退していくこ
とである。→法社会学は変容するこのような規制の分野について，うまく説明し，
解釈することが可能か？ 懸念されるスペクトル：優れた経験的研究， しかし，過
去の一一法と国家一一国境を超える法の動向に直面して自らを変容させることにカ
点を置きすぎる
• 国境を超える法の動向に直面する国家についてより広範な議論が必要
第38スライド：スペクターの続き 柔軟な形態の法，社会，理論
・法道具主義：法は国家の主要な規制の道具である。しかしながら，「法と社会」と
いう場合の「法」は柔軟なものである→規制上の連続体
・収敏的思考：したがって「社会」もそうである—-Fukuyama の「歴史の終焉」，
その思考の危険性は，真に収敏的な見かたであることつまり，ひとつの事実はすべ
てにあてはまるということ。社会→社会は国民国家の政治的に組織された社会を超
越する
• Poundの利害関係分析ー一法はリベラリズムを「ルールに依拠する個人主義」と
「利害関係の政治」に縮減した。社会関係のきわめて多様なネットワークとしての
文化 一種の有用な道具 Simmel14頁， Gurvitch,Weber, Scott Veitch, 15-16頁
・理論もまた柔軟で，法多元主義のアイデアが示すように静的見かたは存在しない；
Rawls v Hardtおよび Negri'sEmpire v Schmitt一ー理性と意思
• Cotterrellの構成的破壊という意欲的思考？ このアイデアは有用であるか？
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[V] 法文化のまとめ
第39スライド：法文化のまとめ
•Friedman: 法文化とは：人びとが（内在的，外在的に）法，法律家，および法秩
序に関して思考するもので，それは法と社会に関するアイデア，態度，意見，予期，
等々を意味する。法文化という用語は，社会内の諸要素（変数）と社会全体（集
合）の双方に適用される傾向がある。→それは説明（探求の目的ではなく方法）で
あり，原因と結果，議論の効呆である
・法文化ではなく法意識としての法の求め!217頁
・ルールと制度は（その出自における環境外における法のパターンを用いて）移植可
能であるとは当然には前提されない。外国の法に関する知識のみでは十分ではなく，
社会的とりわけ政治的なコンテクストに関する知識が不可欠である。
・法文化と法多元主義：複雑な関係ー一多元的な法文化？ 相対主義と同化の合理的
併存
・必然的にひとつの国家／国民の内部に
• 国際的に
第40スライド：法文化にかわる選択肢は? D. Nelken, Rethinking Legal Culture 
• 多くの法学研究者は法文化という用語を用いない場合でも法文化と関わることはあ
りうる。多くの研究においてこの用語が用いられているが，その展開にはほとんど
貢献していない。
• Living Law (Ehrlich) -Law in Action 
• Legal Tradition / Legal Ideology / Legal fields / Legal Styles / Path dependency 
• Internal LC : legal mentalities / epistemes, formants 
• より刺激的なものもある：オートポイエシスとシステム理論，法と社会，法社会
学？
・諸要素：法システム，法課程，法制度，アクター，ルール，手続き，哲学的，歴史
的，あるいは社会的コンテクストに関わる実践，等々
第41スライド： Nelken続き
・イタリアにおける訴訟遅延， タイにおける交通事故と損害賠償；法文化は法と社会
の関係においてより社会学的に意味があるー~文化的，構造的なファクターの相互
交流の下で一ー損害賠償をなすことの助力となるか？
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・構造ーインフラ ・文化 ・事実
• アイデア，価値 ・法律家の数 ・精神，原理
・法律家の役割 ・メンタリティ，意識 ・裁判所／法曹の数
・信条 ・訴訟提起率 • 態度，実践
• 囚人率 ・慣習
第42スライド： Sally Engle Meny 法文化に関する 4つの方法と比較のためのその含意
la. 中核となる原理，価値としての法文化 中心的な規範システムとしての法，ただ
し，規範的なアイデアと社会的なカテゴリー，シンボルに埋め込まれている
(Rosen-Geertz) 
lb. 社会の全体論的比較。たとえば，法の支配を評価するためのグローバルなシス
テムを開発するための WorldJustice Project 
2a. 法制度内での文化的実践
2b. たとえば，下級審の比較，家庭内暴カプログラム，調整のメカニズム
3a. 日常生活における法の位置法とはどのようなものか，集団の法意識の共通の理
解
3b. 法に対する諸個人の態度の検討，ただし，法意識はより複雑で，コンテクスト，
状況問題に関係している
4a. さまざまな問題解決のための法の動員：ただし，法的な問題として理解されうる
のか？ 社会は問題解決のために法を用いるのか？
4b. 法の動員の問題は比較を必要とする（等価物，分類，符号化），なぜならば行為
や制度を一ーとくに，歴史的（縦断的）な問題でない場合には一一比較によって明
確にするから。
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